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ＩＩＨＯＥ [人と組織と地球のための国際研究所] 年次統合報告書 

２０２３年度（１月-１２月） 事業概要と社会責任への取り組み報告 および ２０２４年度と、同年以降の方針 

 

「地球上のすべての生命にとって 民主的で調和的な発展のために」を組織目的とするＩＩＨＯＥは、１９９４年の創立以

来、ＮＰＯや社会責任志向の企業、自治体行政や地域コミュニティなど「社会のマネジメント」（ソシオ・マネジメント）支援

を中心に、多様な事業を行っています。任意団体であるＩＩＨＯＥは、代表者である川北秀人の個人事業の一部として、昨

年末に２０２３年度の会計年度末を迎えました。その概要と社会責任への取り組みを報告し、次年度以降の方針をお伝え

いたします。 

２３年度ハイライト 

ＮＰＯ・社会事業家・地域運営組織による社会のマネジメント（ソシオ・マネジメント）支援 

COVID-１９の影響続きご依頼４割以上減。ＮＰＯ・市民活動組織のマネジメント研修は６２件（受講２,８００名弱）、 

講演・無償協力など合わせて１４４件（同６,５００名弱）。 

国際交流の新局面についてのオンライン講座、多文化共生の担い手を育てる「かめのり多文化共生塾」開催。 

草の根からの民主主義を実践する「小規模多機能自治」を促す。 

国際協力機構（ＪＩＣＡ）によるマリ国別研修「持続可能な発展のための地方行政強化」コースにアドバイザー協力。 

社会事業家が育つコミュニティの基盤をつくる。 

より良い社会づくりを導くための、助成プログラムの支援。 

市民活動支援施設・組織のスタッフと組織を育てる。 

無償協力も拡充。 

創立以来の書籍出荷部数は１５万冊余に。 

共同購入、社会保障は進まずながら、課題に取り組む団体の家賃負担軽減のための「公益大家」継続。 

 

社会責任（ＳＲ）への取り組み支援関連 

ＣＳＲレポートの第三者意見執筆は３社（通算のべ１７０件）、多様なステークホルダーとの対話の支援も（同１０１件）。 

ＮＰＯや自治体の社会責任（ＮＳＲ・ＬＧＳＲ）への取り組みを促す。 

ＮＰＯのＳＲ（ＮＳＲ）取り組み推進プロジェクトは、参加団体の相互共有（ピアレビュー）を継続。 

ＮＮネットで「１２月７日を『持続可能な社会責任公共調達の日』に！」提案。 

 

被災者支援・情報センター（ＩＣＣＤＳ）関連 

みなさまのご寄付（１６,２００円）をもとに、秋田豪雨被災地とひとり親家庭の体験支援に１１７,９０４円提供。 

設立以来累計で被災者支援１,１２５万余円、ＮＰＯ支援合わせて１,８３８万余円に。 

 

２４年度方針 

ＮＰＯ・社会事業家・地域運営組織による社会のマネジメント（ソシオ・マネジメント）支援 

（１）まっとうな社会事業家・社会起業家の「事業経営力」「ガバナンス力」育成とコミュニティ形成。 

（２）まっとうな協働・総働を促すための研修と基盤づくり。 

（３）地域の総力を挙げた「総働」による「持続可能な地域づくり」と「地域経営」の推進。 

（４）中間支援組織・助成機関の支援と、「地域づくり」支援に向けた人材育成基盤づくり。 

（５）「ソシオ・マネジメント」をはじめとする書籍の刊行・販売。 

 

社会責任（ＳＲ）への取り組みとコミュニケーション支援関連 

「ＮＰＯの社会責任（ＮＳＲ）への対応力を高め、企業の社会責任（ＣＳＲ）への取り組みを支援する力」の向上支援。 

自治体のＳＲ（ＬＧＳＲ）への取り組み、特に社会責任調達を推進し、ＩＳＯ３７２００策定に関与。 

 

２０２３年度の概況と今後の基本方針（P2） 

報告と方針①（社会のマネジメント支援）・②（社会責任への取り組み支援）、ICCDS（P3－８） 

ＩＩＨＯＥにおける主な環境負荷・社会的側面と取り組み、気候変動による影響（Ｐ９-１０） 

会計報告（Ｐ１１－１２） 

ＩＳＯ２６０００に基づく、社会責任（ＳＲ）への取り組み（Ｐ１３－１５） 

持続可能な成長・開発のための２０３０アジェンダ（SDGｓ）への基本方針（Ｐ１５－１７） 

ＴＣＦＤガイドライン＆ＴＮＦＤ試案に基づく、温室効果ガス排出と気候変動と生物多様性への影響への対応（P１８－１９） 

設立以来の経過と予定・見通し、２０００年から２０３０年の日本の俯瞰（Ｐ２０－２２） 

設立以来の主な取り組みについてのふりかえり、１９９０年から２０５０年まで日本と世界の俯瞰（Ｐ２３－２４） 

 

ＩＩＨＯＥ [人と組織と地球のための国際研究所] 

〒104-0033 東京都中央区新川１－６－６ 

電話：０３－６２８０－５９４４  ファクス：０３－６２８０－５９４５ 

e-mail : office.iihoe@gmail.com  URL : https://blog.canpan.info/iihoe/
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２０２３年度の概況と今後の基本方針 

 

地域や企業など、全国各地にお招きいただき、対面型でお手伝いさせていただく機会を強みとしたＩＩＨＯＥにおいて、

長期に渡る感染症の影響は、２０２３年も甚大でした。 

ＩＩＨＯＥの主な事業分野におけるご依頼などの実績件数について、２０１５年から１９年までの５年間の平均と、２０年か

ら２３年までとを比較（《表１》）すると、２０年２月下旬から開催がほぼ中止または長期の延期となり、同年５月以降徐々に

オンラインなどで再開され、２１年はご依頼件数の７割以上がオンラインで実施されたものの、非営利組織・社会事業家や

地域運営組織に関する研修も、企業などの社会責任に関するご依頼も、件数・時間ともに４割減少したままです。 

 

《表１》主な事業分野におけるご依頼の実績件数（１５-１９年平均と２０-２３年）と、２０-２３年のオンライン開催件数 

分野 

１５-１９年（５年間）平均 

２０年実績（１５-１９年平均比） ２１年実績（同） ２２年実績（同） ２３年実績（同） 

うちオンライン うちオンライン うちオンライン うちオンライン 

非営利・地域 

１０４件 ４９６時間 

５３件（▲４９％） 

２７０時間（▲４６％） 

７３件（▲３０％） 

２６５時間（▲４７％） 

６２件（▲４０％） 

２９０時間（▲４２％） 

６２件（▲４０％） 

３６４時間（▲２７％） 

うちオンライン １８件（３４％） 

１０４時間（３９％） 

５２件（７１％） 

１６０時間（６０％） 

１３件（２１％） 

７２時間（２５％） 

１３件（２１％） 

５９時間（１６％） 

主催プロジェクト 

５件 ５５時間 

６件（＋１５％） 

５４時間（ ▲３％） 

５件（  ±０％） 

５２時間（ ▲５％） 

７件（＋３５％） 

８１時間（＋４６％） 

６件（＋１５％） 

６０時間（＋８％） 

２件（３３％） 

  １１時間（２３％） 

５件（１００％） 

 ５２時間（１００％） 

６件（８６％） 

 ４７時間（５８％） 

５件（８３％） 

 ４８時間（８０％） 

個別カウンセリング 

４件 ２０時間 

４件（＋１１％） 

１３時間（▲３８％） 

５件（＋３９％） 

１５時間（▲２８％） 

８件（＋１２３％） 

２１時間（＋ ２％） 

９件（＋１５０％） 

２７時間（＋３２％） 

３件（７５％） 

１０時間（８０％） 

３件（６０％） 

９時間（６２％） 

６件（７５％） 

１５時間（７１％） 

４件（４４％） 

１３時間（４７％） 

講演・シンポジウム 

３４件 ９６時間 

２９件（▲１５％） 

８１時間（▲１６％） 

２４件（▲３０％） 

７９時間（▲１８％） 

２４件（▲３０％） 

５１時間（▲４８％） 

２９件（▲１５％） 

８１時間（▲１６％） 

１３件（４５％） 

３９時間（４８％） 

１１件（４６％） 

３７時間（４６％） 

６件（２５％） 

１０時間（２０％） 

６件（２１％） 

２４時間（２９％） 

プロボノ/無償協力 

２２件 １２２時間 

２３件（▲２％） 

１２４時間（＋２％） 

２１件（ ▲６％） 

１３０時間（ ＋６％） 

１７件（ ▲２４％） 

１１８時間（  ▲３％） 

１９件（ ▲１５％） 

１７８時間（＋４６％） 

１３件（５９％） 

８２時間（６６％） 

１８件（８６％） 

１１４時間（８８％） 

９件（５３％） 

７６時間（６４％） 

１２件（６３％） 

１５３時間（８６％） 

委員会など 

２０件 １４２時間 

１３件（▲３４％） 

２８７時間（＋１０３％） 

２１件（ ＋６％） 

２７０時間（＋９１％） 

２３件（＋１１％） 

２７８時間（＋９６％） 

１９件（  ▲４％） 

２５１時間（＋７７％） 

８件（６２％）  

２６３時間（９２％） 

１４件（６７％）  

１８８時間（６９％） 

１２件（５５％）  

１５９時間（５７％） 

１１件（５８％）  

１２６時間（５０％） 

企業など社会責任 

１８件 ８３時間 

１５件（▲１８％） 

６８時間（▲１８％） 

１２件（▲３５％） 

２０時間（▲２５％） 

１０件（▲４６％） 

５９時間（▲３０％） 

１１件（▲４０％） 

４６時間（▲４５％） 

７件（４７％） 

 ３６時間（５３％） 

１０件（８３％） 

 ４５時間（８９％） 

４件（４０％） 

 １０時間（１６％） 

２件（１８％） 

 ３時間（ ７％） 

計（その他含む） 

２１２件 １,０６８時間 

１４８件（▲３０％） 

８９９時間（▲１６％） 

１６６件（▲２３％） 

８６０時間（▲１９％） 

１５３件（▲２８％） 

９０８時間（▲１５％） 

１５２件（▲２８％） 

１,００７時間（  ▲６％） 

６４件（４３％） 

５４４時間（６１％） 

１１３件（７６％） 

６０３時間（７０％） 

５６件（４０％） 

３８８時間（４３％） 

５３件（３７％） 

４２３時間（４２％） 

 

地域に伺わせていただく機会が失われ、それをオンラインで補うこともできていないということは、地域の持続可能性

を向上する働きかけが損なわれたことを意味します。２０２０年からの４年間に失われた機会を推計すると、のべ３００か

所以上で、２万人弱の方々に、直接働きかける機会を設けることができず、その半数以上は、まだ一度も直接対面してお

話しさせていただく機会がなかった方々であったと考えられます。地域や社会の状況の深刻化は、むしろ加速しており、

この失われた機会を取り戻すための働きかけに、力を注ぎます。 

社会が重大な課題に直面し続け、その長期化が及ぼす影響が極めて深刻化する時こそ、お役に立てなければ、支援者

としての存在意義がありません。無償協力は例年に増して力を入れており、上記に含んでいない個人的なボランティアと

併せて、例年の数倍の時間と寄附を投じました。 

また、それぞれの小さな現場で起きていることや工夫・努力していることの共有は、非常に重要です。小規模多機能自

治推進ネットワーク会議や（公財）かめのり財団の特別のご配慮により、各地でのお取り組み事例を共有するオンライン

セミナーを開催しました。 

成長や安定が所与ではなくなった時代・社会・地域において、社会課題への取り組みは、「誰も取り残さない」ために、

「誰もが課題解決と価値実現の担い手となる」ことを可能にする必要があります。これまでの力不足を恥じつつ、しかし

みなさまには、これまで以上に、ご協力・お力添えいただきますよう、どうぞよろしくお願いいたします。 
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【報告と方針】① ＮＰＯ・社会事業家・地域運営組織による社会のマネジメント（ソシオ・マネジメント）支援 

２３年度の概況 

ＮＰＯ・社会事業家・地域運営組織などを対象とした社会マネジメント（ソシオ・マネジメント）関連の研修は、２０００年

以降ほぼ連続して１００件を超えてきましたが、２３年度も、オンラインも取り入れたものの６２件（のべ１０３日、計３６４

時間、受講者２,８００名弱）と、例年に比べ４割以上減少しました。講演、個別カウンセリング・委員会や無償協力を合わ

せると１４４件（同３４８日、９６０時間、６,５００名弱）と件数は例年の４割減、日数・時間は例年の１割前後減となりました。 

 

【COVID-１９によりご依頼が４割減】 

２０１０年以降の大きな傾向として、地域コミュニティが、行事を減らし経済・福祉・健康づくりなどの事業に取り組む

「小規模多機能自治」による持続可能な地域づくりをお手伝いする機会が半数強を占めてきました。しかし、高齢者中

心の地域づくりの主力の方々に、対面・集会型研修にご参加いただくことが困難な状況が続き、オンライン・ハイブリッ

ド形式の試行や、分散型など対策を施した会場での開催が行われるようになったものの、通年では例年の４割減とな

りました。 

 

《表２》 川北が講師を担当した、非営利組織・社会事業家のマネジメント関連の研修の「主催者」と「テーマ」 

主催者 
回数 

(←２２年←２１年←２０年←１９年） 
テーマ 

回数 
(←２２年←２１年←２０年←１９年） 

国、独立行政法人など  ０（← ０← ０← ０← １） 目的・目標の定義 １３（←1１←１６←１１←２６） 

自治体、外郭団体など ２３（←２４←１９←２８←４１） 計画の基礎 １１（←１２←１４←１１←２３） 

企業 １（←  ５← ６← １← ４） マーケティング  ５（←  ３←１０← ４← ８） 

ＮＰＯ ３５（←3８←５３←２８←５８） 人材・組織を育てる 1１（←１３←１５←１０←１８） 

地域・自治組織 ４（ ←１１←１１← ２←  ９） 評価 ２（  ←１← ３← ７← ７） 

社会福祉協議会 １（← １ ← ０← ０← ２） 協働 ６（← ４←１０← ２← １１） 

市民活動支援機関 ２６（←３１←４４←１８←４５） 市民活動支援・助成 ４（←１２←１５← ６← ８） 

ＩＩＨＯＥ ６（←１７←１３←２６←１３） 情報開示の意義と手法 ０（ ←０← ０←  ０← ５） 

これ以外に、無償１９件、講演・討論２９件、カウンセリン

グ９件、委員会・継続プロジェクトなど２５件、計５９６時

間 ３,７００人強に支援・助言など提供。 

小規模多機能自治 ３３（←4２←４３←３１←５８） 

しくみづくりの意義と手法 １４（←2７←１７←１３←３３） 

理事・理事会の活用・育成 ５（← ５←  ２←  ３← ９） 

 

【国際交流・多文化共生、ＮＰＯにおけるハラスメント予防と対応に関する、セミナーや担い手育成も】 

新たなニーズへの対応も進めています。（公財）かめのり財団のご高配により、連続オンラインセミナー「国際交流の

新局面」「多文化共生の転換点」に加えて、「かめのり多文化共生塾」の企画・運営に協力。概要は同財団ウェブサイトに

掲載されています。また、中小企業を含む全事業者で義務化されたハラスメント対応について、雇用関係以外でもハ

ラスメントのリスクがあるＮＰＯ/ＮＧＯにおけるハラスメントの予防や対策についての団体内での体制整備を目的に、

連続勉強会を開催する（特）mia forza に協力しました。 

一方、２０３０年代の東京について学び、考え、取り組みを促す機会づくりは、実現できませんでした。 

 

【草の根からの民主主義を実践する「小規模多機能自治」を促す】 

地域づくりを担う住民や行政職員対象の研修のご依頼は１０年から急増。島根県雲南市でのお取り組みを「小規模

多機能自治」と名付け、発足直後の０６年からお手伝いさせていただき、地域自治力の重要性と福祉・経済・健康への

効果の大きさを共有するために「雲南市に地域自治を学ぶ会」（雲南ゼミ）を１３年に発足。全国からのご参加者ととも

に学ばせていただく機会は累計１５回、延べ参加者数２００名超となりましたが、２３年度も開催が見送られました。 

１５年２月発足の「小規模多機能自治推進ネットワーク会議」の自治体会員も増え続け、２７７（２県２１９市５３町３村）

と、全市町村の６分の１に。島根県では全市町村が、滋賀・兵庫・岡山の各県でも県内市町村の半数以上がご参加くだ

さっています。５月には「初任者研修」として住民・地域役員対象と行政職員対象の２シリーズを開催。１０月には４年ぶ

りに対面形式で、「小規模多機能自治のつどい」と支援者実務研修を東京で開催しました。 

 

【国際協力機構（ＪＩＣＡ）によるマリ国別研修「持続的発展のための地方行政強化」コースにアドバイザー協力】 

アフリカ西部のマリ国の地方自治体の首長や議員、中央省庁の地方自治担当官などを対象に実施する「持続的発展

のための地方行政強化コース」（国際協力機構（ＪＩＣＡ）主催）が日本で開催されるのに際し、その研修内容についての

ご相談を受けたことから、北海道下川町と、同町内の森の生活、浦幌町と、十勝うらほろ樂舎のみなさまの絶大なる

ご協力を得て、８月２２日から２５日までの両町での視察・研修の実施をお手伝いしました。ご尽力くださいましたみな

さまに、深くお礼申し上げます。その冒頭で、日本とマリの両国における小規模多機能自治の意義や可能性について、

フランス語でお話しする機会も設けていただきました。 

 

【社会事業家が育つコミュニティの基盤をつくる】 

社会起業・事業家の経営力育成のために、（特）ＥＴＩＣ．の「社会起業塾イニシアティブ」（０３年～）や東海若手起業塾

（０８年～、２２年から同実行委員会が一般社団法人化）、（般社）ソーシャルビジネス・ネットワーク（ＳＢＮ、１０年～）に

創設段階から参画するとともに、関西地区の社会事業家の合宿に協力するなど、指導や基盤づくりを積極的にお手伝
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いしています。 

世界に誇るべき事業モデルを確立し、成果を挙げている日本の社会事業の先駆者から学ぶ機会である「社会事業家

１００人インタビュー」も、ＳＢＮとの共催、ＥＴＩＣ．のご協力を得て、４年ぶりに再開。計７２回（公開６６回・非公開６回）

となりました。伺ったお話の概要はＳＢＮのウェブサイトで公開するとともに、「ソシオ・マネジメント」第２号・第８号とし

て刊行しました。 

 

《表３》 「社会事業家１００人インタビュー」（ご登壇順、ご所属はご登壇当時、ご所属法人格・ご役職略、Ⓔは英訳あり） 

（１）田村太郎さん（ダイバーシティ研究所、多文化共生センター） 

（２）川添高志さん（ケアプロ） 

（３）野上泰生さん（ハットウ・オンパク） 

（４）能島裕介さん（ブレーンヒューマニティー） 

（５）中橋恵美子さん（わははネット） 

（６）近江正隆さん（うらほろスタイル推進地域協議会） 

（７）斉藤保さん（イータウン） 

（８）佐藤真琴さん（PEER） 

（９）牧大介さん（西粟倉・森の学校） 

（１０）戸枝陽基さん（むそう） 

（１１）深尾昌峰さん（きょうとＮＰＯセンター、京都地域創造基金） 

（１２）佐野章二さん（ビッグイシュー日本） 

（１３）川嶋直さん（キープ協会環境教育事業部） 

（１４）関原深さん（インサイト） 

（１５）岡本勝光さん（てっちりこ） 

（１６）村田早耶香さん（かものはしプロジェクト） 

（１７）藤田和芳さん（大地を守る会） 

（１８）奥田順之さん（人と動物の共生センター） 

（１９）大西かおりさん（大杉谷自然学校） 

（２０）谷口奈保子さん（ぱれっと） 

（２３）吉岡マコさん（マドレボニータ） 

（２３）日野公三さん（アットマーク・ラーニング） 

（２４）猪子和幸さん（ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネットワーク） 

（２４）岩本真実さん（Ｋ２インターナショナルジャパン） 

（２５）畦地履正さん（四万十ドラマ） 

（２６）谷井貞夫さん（北見ＮＰＯサポートセンター） 

（２７）古我知浩さん（沖縄リサイクル運動市民の会） 

（２８）奥地圭子さん・中村国生さん（東京シューレ） 

（２９）鷲尾公子さん（ぐるーぷ藤） 

（３０）川口加奈さん（Ｈｏｍｅｄｏｏｒ） 

（３１）大久保智規さん（エンド・ゴール） 

（３２）仲田芳人さん（かのさと体験観光協会） 

（３３）石川治江さん（ケアセンターやわらぎ） 

（３４）野口比呂美さん（やまがた育児サークルランド） 

（３５）尾野寛明さん（エコカレッジ） 

（３６）吉成信夫さん（岩手子ども環境研究所） 

（３７）竹内弓乃さん・熊仁美さん（ADDS） 

（３８）新田恭子さん（セカンドハンド） 

（３９）森山奈美さん（御祓川） 

（４０）堀永乃さん（グローバル人財サポート浜松） 

Ⓔ（４１）鈴木亨さん（北海道グリーンファンド） 

（４２）森山誉恵さん（3keys） 

（４３）高木晴光さん（ねおす） 

（４４）吉野智和さん（！-ｓｔｙｌｅ：エクスクラメーション・スタイル） 

（４５）薗田綾子さん（クレアン） 

（４６）天野秀昭さん（プレーパークせたがや） 

（４７）橋本大吾さん（りぷらす） 

（４８）横沢善夫さん（消費者信用生活協同組合） 

Ⓔ（４９）高橋由和さん（きらりよしじまネットワーク） 

（５０）米倉仁さん（自立支援センターおおいた） 

Ⓔ（５１）池上知恵子さん・牛窪利恵子さん（こころみる会／ 

ココ・ファーム・ワイナリー） 

（５２）桜井義維英さん（国際自然大学校） 

（５３）興膳健太さん（猪鹿庁、郡上里山） 

（５４）蒲勇介さん（ＯＲＧＡＮ） 

（５５）菅原賢一さん（秋田県南ＮＰＯセンター） 

（５６）岩切準さん（夢職人） 

（５７）鈴木美智子さん（ジオガシ旅行団） 

（５８）西川亮さん（Co.to.hana） 

（５９）渡嘉敷唯之さん（CoAct） 

（６０）栗林千絵子さん（豊島子ども WAKUWAKU ネットワーク） 

（６１）星川安之さん（共用品推進機構） 

（６２）工藤啓さん（育て上げネット） 

（６３）山賀昌子さん（まちづくり学校） 

（６４）塩山諒さん（HELLOlife） 

（６５）斎藤主税さん（都岐沙羅パートナーズセンター） 

（６６）高田新一郎さん（ほほえみの郷トイトイ） 

【非公開インタビュー】（「ソシオ・マネジメント」には収録） 

降旗信一さん（日本ネイチャーゲーム協会） 

中條桂さん（トゥギャザー） 

Ⓔ菅原弘紀さん（山形自動車公益センター） 

Ⓔ村上彰一さん・加藤好一さん（生活クラブ生活協同組合） 

たいら由以子さん（循環生活研究所） 

平井成子さん（全国牛乳パックの再利用を考える連絡会） 

 

【より良い社会づくりを効果的に導くための、助成プログラムの支援】 

ＩＩＨＯＥでは、助成機関による資金提供が有効かつ適切に行われるよう、助成プログラムを最適化するための支援

を継続して行っています。現在、川北が選考・運営・評価に携わる助成事業は、《表４》を含む官民計１０件にのぼります。 

このうち、科学技術振興機構（ＪＳＴ）の社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ）の複数の領域において、アドバイザー

や総括として、研究成果を社会に実装・定着する支援を０８年から行っています。この経験を通じて、おそらく世界で

初めて、研究成果を社会に実装・定着するための要因やプロセス、特に成熟段階に応じた支援や評価の在り方につい

て、体系的にお話しできるようになりました。このノウハウを生かせるよう、働きかけを続けます。 

 

《表４》川北が２３年時点で選考・運営・評価に携わる助成プログラムの例（順不同） 

（般財）セブン-イレブン記念財団 公募助成（０５年-） 

（公財）庭野平和財団 助成小委員会（非公募、０５年-）  

日本郵便（株）年賀寄附金配分事業評価委員会（１０年-） 

（特）モバイル・コミュニケーション・ファンド ドコモ市民 

活動団体助成（こども１７年-、生物多様性２３年-） 

経団連自然保護基金 運営委員（２０年-） 

（公財）かめのり財団 国際交流事業助成等（０８年-） 

（独法）科学技術振興機構 社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ） 

安全な暮らしをつくる新しい公/私空間構築（１８年-２３年） 

ＳＤＧｓの達成に向けた共創的研究開発プログラム（19 年-） 

（般社）パチンコ・パチスロ社会貢献団体機構 常任幹事（０７年-） 

（独法）環境再生保全機構 地球環境基金 評価委員会（１４年-） 

（特）新潟ＮＰＯ協会 子どもの安心・自信・自由を守る基金（１８年-） 

（公財）セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン子ども・地域おうえんファンド（２３年-） 

 

２０１９年から実質的な運用が始まった休眠預金制度は、その目的や機能、運営の在り方について、検討された時点

における構成員の方々のお考えと、現在および近い将来の日本社会の課題、およびその解決の担い手の実相との間



ＩＩＨＯＥ ２０２３年度 年次統合報告書 Ｐ.5 

に、乖離があると言わざるを得ません。期限付きの制度とはいえ、その規模や期待、可能性の大きさに鑑みれば、在る

べき姿を再検討・再定義し、最大限に生かすことが不可欠です。 

川北は、同制度の指定活用団体である（般財）日本民間公益活動連携機構（JANPIA）の設立発起人であり、現在も

評議員を務めており、その発足当初から働きかけを行っていますが、その成果はとても十分とは言えません。今後も

引き続き、同会による運営面のみならず、同制度の目的や機能を含めた再検討・再定義を働きかけ続けます。 

 

【市民活動支援施設・組織のスタッフと組織を育てる】 

全国で６００以上に及ぶと推計される各地の市民活動支援センターや中間支援組織の大多数は、行政から委託や指

定管理を受けた施設・事業のみを収入源とし、支援先から対価収入を得ている団体・人材はごく限られていることか

ら、ＩＩＨＯＥでは設立直後から、支援スタッフ・役員を対象とした「支援力研修」を主催し続けています。２３年度は主催

としては開催できませんでしたが、中国５県中間支援組織連絡協議会主催による岡山で開催された各種のプログラム

を共催しました。 

 

【無償協力も拡充しています】 

ＮＰＯや社会事業家のマネジメントや社会的な基盤づくりを支援するために、無償協力も積極的に行っています。個

別カウンセリングや小規模多機能自治推進ネットワーク会議など計１９件（のべ７８日、計１７８時間）に協力しました。 

また、川北が無償のボランティアとして（特）ＪＥＮや（特）東京シューレの代表理事、（般社）ソーシャルビジネス・ネット

ワークや（般社）オンパクの理事、（公財）日本自然保護協会などの評議員、（特）自然体験活動推進協議会の監事に就

任するとともに、全国各地の団体にボランティアとして参加。原則として会議などは旅費も含め全額自己負担で参加

し、組織運営上の相談に応じ、役職員向け研修の講師を務めるとともに、資金調達のお手伝いも無償で行っています。 

 

【創立以来の書籍出荷部数は１５万冊余に】 

書店を通じてではなく、研修開催時などに直接販売させていただく形式を大切に続けてきたＩＩＨＯＥにとって、研修

の機会が奪われることは、書籍販売の機会が失われることを意味します。このため、販売できた部数は例年の２割程

度まで減少しましたが、２０年５月には「stores」（https://officeiihoe.stores.jp/）を利用開始。すでに多くの方

にご利用いただいておりますことを、心からお礼申し上げます。 

より良い社会づくりに向けたマネジメントのための総合誌「ソシオ・マネジメント」（Socio Management 

Review:ＳＭＲ）は２０年末までに第１１号まで刊行。おかげさまで第３号と第６号は増刷しました。「ＮＰＯマネジメント」

（Nonprofit Management Review: ＮＭＲ）、各種調査報告など弊所刊行書籍の年間販売部数は例年を大幅に

下回ったものの、累計販売部数は１５万冊余に、ＮＭＲの完売率（印刷部数全体に占める販売済み冊数の比率）は９８.

４％に達しました。 

 ※ソシオ・マネジメントの既刊 

準備号（１２年６月※）：社会事業家はどう育つか、どう育てるか（※完売済） 

第１号（１５年６月）：組織を育てる５つの原則・１２のチカラ（２１年に増補改訂版刊行） 

第２号（１６年２月）：社会事業家１００人インタビュー 前編 

第３号（１６年４月）：人「交」密度のまちづくり：「総働」で進める「小規模多機能自治」 

第４号（１７年６月）：成果を最適化するための助成プログラムのコミュニケーション調査 →第１０号に採録 

第５号（１７年６月）：ベスト・プラクティスから学ぶＣＳＲマネジメント 

第６号（１８年６月）：続・小規模多機能自治 地域経営を始める・進める・育てる８８のポイント（２２年に増補版刊行） 

第７号（１９年８月）：ソーシャルビジネス白書 第０号 ソーシャルビジネスの「これまで」と「これから』 

第８号（１９年１２月）：社会事業家１００人インタビュー 中編 

第９号（２０年５月）：社会に挑む組織のガバナンス 

第１０号（２０年５月）：支援・評価・助成の、基礎と戦略（第４号を採録） 

第１１号（２０年１１月）：２０３０年代の東京に、どう備えるか？ 

 

【共同購入、社会保障は進まず、課題に取り組む団体の家賃負担軽減のための「公益大家」継続】 

今年度も、大きな柱と位置付けた「ＮＰＯのための共同購入プラットフォーム（仮称）の構築」と「ＮＰＯ的な働き方を

する人材のための社会保障制度の整備」の２つのプロジェクトは進められませんでしたが、設立理念である「地球上の

すべての生命にとって、民主的で調和的な発展のために」を実現するために、当方の規模を大きくすることなく、最大

の効果や価値を社会にもたらすことができるよう、現場を担う方々のお手伝いを踏み込んで行ってまいりました。 

 

しかしながら、社会の変化、特に、課題を抱えた人々にとって状況の長期化や深刻化が止まっておらず、その原因の

構造も、課題解決を志す個々の事業家の力では動かし難いほどの複雑さ・重さになっていると言わざるを得ません。

新型感染症は、まさにこの問題をさらに深刻化させました。 

活動者・事業者の支援を本務とするＩＩＨＯＥも、２０１５年から、社会的なセーフティネットの一端を自ら担う必要性に

ついて検討し、必要な資金の形成に努めました。当初の想定として、深刻な課題を抱えた個人・家族のためのシェルタ

ーの運営力を持つ団体の家賃負担を軽減するために、弊所などで物件を購入し、市場相場程度の家賃で賃貸し、その

一部を寄付でお返しする、という方法（これを「公益大家」（こうえきおおや）と名付けました）を検討いたしました。そ

の後、適切な場所での適切な物件の確保や、運営体制の整備に困難が多く、実現できないまま経過していたところ、１

９年の年頭に、（特）ＪＥＮから「現在の拠点からの転出期限が迫っているが、適切な物件が見つからない」というご相談

https://officeiihoe.stores.jp/
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を受けました。当初の想定とは若干異なりますが、しかし、社会課題に挑む団体の家賃負担を軽減するという趣旨に

は適うものであり、弊所内や同会における慎重な検討・確認を経て、着手いたしました。 

川北は１８年１０月に同会理事に再任後、共同代表理事（筆頭）に任命されたため、同会の「大家」となることは利益

相反にあたりますが、同会の（川北を除く）理事会と監事による慎重な検討の結果、契約に至る経過および賃料につい

て妥当であるとの判断を得て、１９年１２月に移転が完了しました。本件のスキームの概要は、下記のとおりです。 

 

目的：社会課題に挑む団体の家賃負担軽減。 

物件概要：東京都港区内（赤坂７丁目）、約６０㎡、1973 年築、総戸数１００世帯以上のマンションの１室。 

原則：①礼金・敷金や更新料、修繕積立金は、徴収しない（管理費のみ徴収）。 

固定資産税、損害保険料、修繕積立金は貸主（IIHOE）が負担。 

②月額家賃は、取得費用の２４０分の１を目安に、相場以下とし、その一部を川北個人から借主団体に寄付 

（寄付税制を活用するため借主は公益法人または認定取得法人）。寄付額は家賃の２割を想定（※）。 

（内装工事費が大幅に膨らみ、取得費用は予算額を大幅に上回ったものの、家賃設定は据え置いた。） 

《取得費用など》（単位：円） 

物件代金   41,500,000 

手数料など   1,9４７,３２３ 

内装工事費   6,690,200 

不動産取得税  ４３３,１００ 

計（A）   50,６００,６２３ 

《月次・年次支出》（単位：円） 

修繕積立金  15,600（月次） 

管理費      12,400（月次） 

損害保険料  13,000（5年契約の1年分） 

固定資産税 1２０,000（見込み） 

年間 計（B） １6１,０00（見込み） 

《月次収入》（単位：円） 

家賃（消費税含む）２３0,000 

管理費            12,400 

年間 計（C）   2,788,800 

 

《回収概算》 A÷（C-B）=１９.６年 

  ※２３年１２月末までに１８８万円（=消費税除く家賃本体の２割相当額）の寄付を支払い済み。 

 

世界の課題先進国・日本が課題解決先進国となるためには、課題解決に挑む事業者自らが、その現場において事業

の精度や効率を高めるとともに、その現場の運営を可能にする人、資機材・サービスや、資金の調達が適切に行われ

るよう環境を整える責任が、ＩＩＨＯＥをはじめとする支援者にはあると考えます。日本における市民活動支援の端緒を

拓いた者として、新たな、そして、「空家」という社会課題にも直面する日本における手法の開発のための小さなチャ

レンジですが、今後も、所期の目的であるシェルター型の実施に向けて公益法人・認定取得法人との連携を模索します。 

 

 

２４年度の方針 

２３年までに取り組んだすべてのテーマについて、さらに深く広く働きかけます。重点的なテーマは、以下の５つです。 

 

（１）まっとうな社会事業家・社会起業家の「事業経営力」「ガバナンス力」育成とコミュニティ形成 

「社会を変える」ことより、「変わってしまった社会に、心を（心で）補う」ことが大切な今。社会起業家やその支援者

を標榜する団体の過剰供給下であることから、ＳＢＮなどと協働して、日本を代表する社会事業家のビジネスモデルを

明らかにする「社会事業家１００人インタビュー」や、「ソーシャルビジネス白書」により実態と意欲の把握を進めるとと

もに、「理事会と理事を生かし育てる研修」などの実施を通じて、まっとうな社会事業家による「まっとうな事業と組

織運営の基盤づくり」を加速しコミュニティ形成を促します。 

 

（２）まっとうな協働・総働を促すための研修と基盤づくり 

市民と行政がともに地域を耕すために不可欠なプロセスである協働・総働を促す研修に従来通り協力するとともに、

２０３０年代を視野に入れた協働・総働の在り方と、その実現に向けた工程を示せるよう、基盤づくりを進めます。 

 

（３）地域の総力を挙げた「総働」による「持続可能な地域づくり」と「地域経営」の推進 

農山漁村部のみならず、今後は東京をはじめとする都市部においても加速度的に進む多老化、人口減少、そして「小

家族化」に直面する地域において、企業や学校なども含め、総力を挙げた「総働」（マルチ・ステークホルダー・プロセス）

を通じた「持続可能な地域づくり」を適切に進め、課題先進国から課題解決先駆国へと転換するために、「小規模多機

能自治」を体系的に学び、全国に拡げる場を、各地の方々とともに設けるとともに、先行した地域における「地域経営」

の基盤づくりに取り組みます。 

 

（４）中間支援組織・助成機関の支援と、「地域づくり」支援に向けた人材育成基盤づくり 

期待に適う役割を果たせていない市民活動支援センターや、戦略の再構築が求められる助成機関を対象に、管理職

級職員や理事など、業務や組織の管理・運営にあたる人材を育てるために、ＳＭＲ第１０号「支援・評価・助成の基礎と

戦略」をテキストとした研修を引き続き開講し、その修了者などのコミュニティづくりを働きかけます。 

 

（５）「ソシオ・マネジメント」をはじめとする書籍の刊行・販売 

手元在庫を最大限に活用し、テキストとして対面・オンライン研修を順次開催します。 
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【報告と方針】② 社会責任（ＳＲ）への取り組み支援関連 

２３年度の概況 

すべての組織に社会責任（Social Responsibility）への取り組みを求めるＩＳＯ２６０００、２０３０年に向けた持続

可能な成長・開発目標（Sustainable Development Goals：SDGｓ）、１７年４月に発行された持続可能な調達を

求めるＩＳＯ２０４００などに基づき、多様なステークホルダー（利害共有者）との対話やエンゲージメントの拡充の支援を

進めています。 

 

【ＣＳＲの充実に向けた働きかけや研修も継続】 

企業の社会責任への取り組みに市民の立場から包括的に意見を述べる「第三者意見」を、ＳＯＭＰＯホールディング

ス（旧・安田火災から２３年連続）、デンソー（２１年連続）、カシオ計算機（１８年連続）の計３社に執筆、２０００年以来累

計１７０件に達し、継続的な指摘から大きな改善がいくつも生まれています。多様なステークホルダー（利害共有者）と

の対話への協力も累計１０１件に達しました。 

また、（特）サステナビリティ日本フォーラムに協力して、「ＴＣＦＤの将来シナリオを、若手を中心とした従業員自らが

策定する」ことを主題とした研修も担当しています。 

 

【ＮＰＯや自治体の社会責任への取り組みを促す】 

ＮＰＯも自ら社会責任を果たし信頼される存在となるために、ＩＩＨＯＥは１０年から「ＩＳＯ２６０００を自団体に当ては

める会」を開催。１２年から（般財）ダイバーシティ研究所とともに「ＮＳＲ（ＮＰＯのＳＲ）取り組み推進プロジェクト」を発

足。１３団体にご参加（うち３団体はオブザーブ）いただき、２３年度も各組織の取り組みや課題の共有（ピアレビュー）

や勉強会のほぼ隔月開催を続け、累計８１回に及びました（《表５》）。 

 

  《表５》 「ＮＳＲ取り組み推進プロジェクト」の実施内容（各団体の敬称・法人格略） 
第７７回（１月）：かものはしプロジェクト ピアレビュー（ＰＲ） 

第７８回（３月）：環境パートナーシップ会議・マドレボニータ 

・NPO サポートセンター ＰＲ 

第７９回（７月）：難民を助ける会 ＰＲ 

第８０回（９月）：ＩＩＨＯＥ ＰＲ 

第８１回（１１月）：日本自然保護協会 ＰＲ 

本書Ｐ１０および P１３から１５に、ＩＩＨＯＥの社会責任への取り組みの概要を報告しています。 

 

また、２００９年設立の「社会的責任向上のためのＮＰＯ/ＮＧＯネットワーク（通称：ＮＮネット https://sr-nn.net/）

の幹事団体として、ＮＳＲ（ＮＰＯ/ＮＧＯの社会責任）や社会責任公共調達、マルチ・ステークホルダー・プロセスなどに

ついて、他の幹事団体と密接に連携して啓発の機会を設けるとともに、会計や総会資料作成などの実質的な事務局

業務を担当しています。特に１２月７日には、社会責任公共調達がＳＤＧｓのターゲット１２.７にあたることから、世界初

の試みとして「１２月７日を持続可能な社会責任公共調達の日に！」と呼びかけるオンラインセミナーを開催しました。 

 

【「非営利セクターのガバナンスに関する現状調査」を実施】 

日本の非営利セクターのガバナンスは、理事会、総会・評議員会、監事が、本来の役割を発揮できていないために、

潜在的な可能性や力を発揮できずにいるケースが数多くあると感じられます。また、市民セクターや公益・非営利、社

会的事業の担い手でありながら、自律的に改善・拡充を進めることができておらず、結果として、行政主導で設けられ

た枠組みに受動的に従っているに過ぎない、という指摘も少なくありません。 

このような「２つの危機」を放置することなく、事例やノウハウの共有を相互に学びあえる環境づくりを通じて、非営

利セクター自らによるガバナンス拡充を促すことを目的に、（般財）非営利組織評価センター、社会的責任向上のため

のＮＰＯ/ＮＧＯネットワーク（ＮＮネット）、全国ＮＰＯ事務支援カンファレンスとＮＳＲ取り組み推進プロジェクトの４団体

により「非営利セクターガバナンス拡充プロジェクト」の準備会を発足しました。 

その最初の一歩として、２１年１２月に「非営利セクターのガバナンスに関する現状調査」を実施。１４６件のご回答を

いただき、その集計結果をもとに、日本における非営利組織のガバナンスの拡充をどう進めるべきかについて、２２年

５月に討論する機会を設けました。２３年度は具体的な活動を行えていませんが、引き続き取り組みを進めます。 

 

 

２４年度の方針 

企業の社会責任への取り組みを支援し促せるＮＰＯの育成を進めるために、ＮＳＲへの取り組み、特に非営利セクター

におけるガバナンスの拡充を力強く推進し、同時に、ＩＩＨＯＥが自らモデルとなるための取り組みも拡充します。 

ＣＳＲ実務担当者育成のためのＳＳＭ【ＣＳＲ】も、再開を模索します。 

地域経済において大きな存在である自治体が、社会責任に基づく調達（ＬＧＳＲ調達）を通じて、地域の持続可能性を

高める取り組みを促すために、各地の中間支援機関にご協力いただきながら、ＬＧＳＲが地域経済に与える影響に関す

る調査を準備するとともに、勉強会を開催します。 

また、ISO（国際標準化機構）が、組織のガバナンスに関する国際規格（ISO37000）に付随する形で、人身売買・強

制労働・現代奴隷（Human Trafficking, Forced Labor, Modern Slavery：HTFLMS）に関する国際規格

（ISO37200 となる見込み）を２０２６年発行をめざして策定することから、その準備機関 TC３０９に、市民セクターか

らの代表協議員として参加し、人権に関するマネジメント・システム認証の在り方を積極的に提案するとともに、随時経

過を共有します。 
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被災者支援・情報センター（ＩＣＣＤＳ）は豪雨被災者支援活動やひとり親世帯の体験参加を支援、累計１,１２５万円余に 

 

阪神・淡路大震災の際に、被災者のくらしを支え、次に求められるしくみづくりに結び付く情報の収集・分析・発信のた

めに設立し、台湾中部震災、東日本大震災などでも募金をお呼びかけした「被災者支援・情報センター」（Information 

and Coordination Center for Disaster Sufferers：ＩＣＣＤＳ）は、秋田県内で豪雨水害に遭われた方々を支援

する活動に計１６,２００円ご寄付をお寄せいただきました。誠にありがとうございました。川北から同額の寄付をマッチ

ングした計３２,４００円を、五城目町役場にお送りいたしました。 

また、２１年にお預かりしておりました、ひとり親家庭のための自然体験支援として、未執行額に川北からのマッチング

を加えた８５,５０４円を、（公社）チャンス・フォー・チルドレンにお送りいたしました。 

 

※ＩＣＣＤＳの２３年度会計（円） 

収入 計 ２０１,１７５ 支出 計 １１７,９０４ 

前年度までの繰越金 １２６,０２３ 秋田豪雨水害被災者支援のため 

・五城目町 

ひとり親家庭の自然体験支援のため 

・（公社）チャンス・フォー・チルドレン 

３２,４００ 

３２,４００ 

８５,５０４ 

８５,５０４ 

お預かりした資金（寄付金） 

・秋田豪雨水害 

・川北からのマッチング 

７５,１５２ 

１６,２００ 

５８,９５２ 

利子 ０ 次年度繰越 ８３,２７1 

 

１９９５年の設立以来の収支の概要は、以下のとおりです。 

※ＩＣＣＤＳの１９９５年から２０２３年までの累積会計（円） 
収入 計 １１,３３７,７４２ 

お預かりしたご寄付（ＩＩＨＯＥからの寄付を含む） 

川北のマッチング 

利子、つなプロからの預かり金 

７,４１１,５１３ 

３,９０５,０６７ 

２1,１６２ 

支出（お渡し先団体名など） 計 １１,２５４,４７１ 

１９９５年 阪神・淡路大震災支援 

１９９９年 台湾中部地震支援（エデン社会福利基金） 

２００４年 新潟豪雨・中越震災支援（新潟ＮＰＯ協会） 

２０１０年 宮崎県口蹄疫被災者子女奨学金（宮崎文化本舗） 

２０１１年 東日本大震災支援（被災者をＮＰＯとつないで支える合同プロジェクト、チャンス・フォー・チルドレン、 

北海道ＮＰＯファンド） 

２０１２年 九州北部水害支援（中津市社会福祉協議会） 

２０１５年 ネパール中部震災支援（ムラのミライ） 

２０１５年 関東・東北水害（いばらき未来基金、とちぎボランティアネットワーク） 

２０１７年 九州北部水害支援（難民を助ける会、日田市、中津市） 

２０１８年 西日本豪雨水害支援（みんなでつくる財団おかやま、愛媛県社協、しずおか福祉ＢＣＭ研究会） 

２０１９年 北部九州水害支援（佐賀未来創造基金） 

２０１９年 台風１９号水害支援（長野県みらい基金、ちばのＷＡ地域づくり基金、とちぎボランティアネットワーク、Ｐａｔｃｈ、ＪＥＮ、 

丸森町） 

２０２０年 COVID-１９被災者支援（シングルペアレント１０１、せんだいこども食堂、豊島こどもＷＡＫＵＷＡＫＵネットワーク、 

あすのば、ハーモニーネット未来、泉北子ども未来基金、とちぎコミュニティ基金、しんぐるまざぁず・ふぉーらむ） 

２０２１年・２０２３年 同 ひとり親家庭支援事業（日本アウトドアネットワーク、チャンス・フォー・チルドレン） 

２０２２年 豪雨水害被災者支援（都岐沙羅パートナーズセンター、ふじのくに未来財団、地域デザイン・カレッジ修了者情報交換会議） 

２０２３年 秋田豪雨水害（五城目町役場） 

振込手数料など 

25,000 

283,379 

598,618 

601,649 

3,416,473 

 

128,596 

2,400 

520,000 

207,291 

1,650,000 

１5６,６４６ 

２,０８０,０００ 

 

３０９,５６０ 

 

６１９,７０４ 

６２１,２４０ 

３２,４００ 

１,５１５ 

 

また、上記の災害で被災された方々の支援以外にも、川北が講師として伺わせていただいた会場で、ご参加のみなさ

まに、下記の団体へのご寄付をお願いし、ご協力いただいておりました。 

※川北が講師として伺わせていただいた会場でお願いした、上記以外の寄付の概要（敬称・法人格略、円） 
団体名 お預かりしたご寄付 川北マッチング お渡し済み 実施期間 

チャイルド・ケモハウス 

ＪＥＮ 

ｂｏｎｄ Ｐｒｏｊｅｃｔ 

チャンス・フォー・チルドレン 

（日本航空 チャリティ・マイル） 

新潟ＮＰＯ協会 子どもの安心・自信・自由基金 

51,027 

３１７,８０１ 

61,031 

1,８０４,３３０ 

- 

4６９,０１１ 

0 

１,５９０,６２６ 

8,100 

2,４３０,５３２ 

297,000 マイル 

４５６,４１1 

51,027 

１,９０８,４２７ 

57,131 

4,２０７,１78 

 

９１２,８２２ 

２００９年 

２００９-１０年と１９年以降 

２０１１年 

２０１４-１８年と２３年 

（同社から同額マッチングあり） 

２０１７年以降 

計 2,７０３,２００ ４,４８５,６６９ ７,１３６,５８５  

 

このように、ＩＣＣＤＳを通じたものと、川北が個人としていったんお預かりしたものを合わせますと、みなさまからお

預かりしたご寄付の総額は１０,１１４,７１３円、川北からのマッチング８,３９０,７３６円を合わせて１８,５０５,４４９円となり、

既に１８,３８９,５４１円をお渡しいたしました。 

なお、２０２４年１月に発生した能登半島震災の被災者支援活動へのご寄付にもみなさまに早々にご協力いただき、３

月３１日までにご寄付７６３,２９０円をお預かりし、川北が同額をマッチングして、七尾未来基金設立準備会（４０万円）、

（特）岡山ＮＰＯセンター（４０万円）、（特）ＥＴＩＣ．（３０万円）、Ｐａｔｃｈ（１０万円）、計１２０万円を助成いたしました。早々の

ご協力に深くお礼申し上げます。 
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ＩＩＨＯＥにおける主な環境負荷・社会的側面と取り組み、気候変動による影響 

 

ＩＩＨＯＥにおける主な環境負荷は、（１）書籍発行や資料作成における紙の使用、（２）研修・会議などのための各地への

移動、（３）各種ＤＭや内部向け印刷物など使用後紙の処理、の３点です。 

書籍・コピー用紙は、低白色度の再生紙やＦＳＣ認証製品を利用するとともに、書籍の印刷・製本は横浜市の地域貢献

企業認証制度の最上位認証を受けていらっしゃる大川印刷に委託。年間の紙使用量は、「ソシオ・マネジメント」第３号・第

６号を増刷したため、前年より大幅に増えましたが、例年（２０１３年から１０年間の平均９６８ｋｇ）の半分程度です。 

２４年度は、「ソシオ・マネジメント」の増補改訂版発行を予定しており、２３年度と同等の見込みです。 

 

※２０１９年から２０２３年までの紙の使用量 

（単位：㎏） 書籍（前年比） コピー用紙（前年比） その他（名刺など） 計（前年比） 

１９年 １,８６５（＋１５３％） ２３（  ±０％） １ １,８８９（＋１４８％） 

２０年 ９１８（  -５０％） １０（ -５４％） ０ ９２９（  -５０％） 

２１年 ９１７（   -０％） ０（  ---％） ９ ９２７（   -０％） 

２２年 ０（  ---％） ０（  ---％） ３.９ ３.９（  -９９％） 

２３年 ５０６（  ---％） １０（  ---％） ３.０ ５１９.７（ １３２倍） 

 

書籍をまとめてご購入くださった方への発送時には、書籍納品時の梱包用紙を再利用し、添付するカバーレターも、個

人情報・機密情報がない裏紙に印刷しています。再使用にご理解くださっているみなさまに、重ねて感謝申し上げます。 

印刷時はゴシック系フォント（書体）を使用することでページ数削減に結びつけ、内部向け印刷はすべて片面使用済み

の裏紙に「２in１印刷」、またはＡ５サイズも使用し、使用後は古紙回収に出しています。古紙回収に出した紙は、８９.１㎏

（前年比１３％減）でした。着信郵便物の封筒は、半裁して資料整理用などに再利用。筆記具などの文具は環境性能に配

慮し、事務所内や会議で消費される茶菓もフェアトレードや有機・減農薬などによるものを優先して購入しています。 

また、事務用品についても、代替品がないものを除いて、グリーン購入法適合やエコマーク付き、もしくは耐久性が高

く再使用しやすい製品や、リフィルを購入しています。 

近隣の移動は徒歩または地下鉄で、出張は列車を優先して利用し、代替できない場合のみ飛行機を利用しています。

２３年度もご依頼が半減したものの、研究成果の社会実装支援などのためのサイトビジットに積極的に赴いたことから、

二酸化炭素排出量（概算）は６,２７２㎏（前年比２０％減、１８年からの５年平均比１５％増）でした。 

 

これらの環境負荷によって事業活動を行っていることへの償いとして、紙の購入量・排出量、移動、電力・ガスの総計

に、標準的な温暖化ガス排出権取引価格をかけた金額以上を、川北個人から（公財）日本自然保護協会に寄付することと

しましたが、２３年度の寄付総額は５,０００円でした。 

 

※２０１９年から２０２３年の紙購入・紙排出量と、移動・電力・ガスによる CO2 排出量概算 

 紙購入 

（㎏） 

紙排出 

（㎏） 

移動 

（CO2 ㎏） 

電力 

（同左） 

ガス 

（同左） 

東京の冬（１２-３月）・夏（６-９月） 

平均気温 １１-２０年との差 
計 （㎏） 

排出権料（円） 

標準単価 計 

１９年 １,８８9.５ １２８.3 ６,５５８.4 7９２.７ 1,4１７.１ - /- 1０,７８５.9 1 1０,7８５ 

２０年 ９２9.２ １３４.１ １,７３５.７ ８７２.１ 1,５１１.２ - /- ５,１８２３ 1 ５,１８２ 

２１年 ９２７.１ ３７５.０ ２３１２３ ９０９.０ 1,１８５.８ - /- ５,０６９.１ 1 ５,０５９ 

２２年 ３.９ １０２.４ ７,９０８.８ ７８８.５ 1,２６６.２ 冬-０.３℃ / 夏+０.４℃ １０,０６９.１ 1 １０,０７０ 

２３年 ５１９.７ ８９.１ ６,２７２.３ ７６９.５ 1,１４０.７ 冬+０.８℃ / 夏+１.７℃ ８,７９１.３ 1 ８,７９１ 

 

２０１０年８月からの現事務所は、ガス燃料発電機「エネファーム」を中央区の民家で初めて導入し２１年５月に新機種に

交換。２２年８月にはすべての窓に内窓を取り付けて二重化しました。電力・ガス使用によるＣＯ２排出量は、若干暖冬（前

年１２月から３月までは、２０１１年から２０２０年までの１０年間の平均に比べて+０.８℃）だったものの、史上最高水準の

猛暑（同 +１.７℃）のため、２０１１年から２０年までの１０年間の平均に比べて電力使用量は６.７％増加したものの、ガス

使用量は１３.６％削減でき、燃料電池発電がなかった場合と比較すると４０.３％の削減効果があった計算になります。 

また、２３年度は実施しませんでしたが、蔵書の一部を（特）ＪＥＮのブックマジックに寄付し続けています。 

障碍者の雇用促進と取引先における人的多様性にも配慮し、名刺の製作は（社福）東京コロニーにお願いしています。 

 

【気候変動の影響について】 

可能な限りの環境負荷削減努力を積み重ねていますが、気候変動の影響を受け始めています。例年に比べてご依頼が

半減、特に春から夏は７割以上の減少だったため、旅程上の影響はありませんでしたが、上述の通り、夏の暑さ・冬の寒

さが厳しくなったことから、電力・ガスの使用量が増えています。これらの影響を最小限に止めるためにも、温室効果ガ

スの排出量削減をさらに働きかけ、災害に強い社会・地域づくりを促し続けるとともに、脱炭素戦略の一環として、２２年

夏に窓断熱リフォームを行いました。 
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その効果の正確な把握・検証は困難ですが、参考までに、２０２３年の月別の平均気温、電力の購入量と発電量、ガス使

用量について、２０１１年から２０２０年までの１０年間の平均（以下、「最近の傾向」）と比較したのが、次の表です。 

 

※２０２３年の月別の平均気温、電力の購入量・発電量、ガス使用量と、２０１１年-２０年平均との差 

 
 

左から３列めに示した通り、２３年は「最近の傾向」に比べて気温が高く、特に７月・９月は２度以上上回る、史上最高の

猛暑でした。このため、夏（７月から９月）の電力の購入と発電の合計は「最近の傾向」より５０％前後多めとなり、通年で１

７.９％増となりました。 

一方、冬（１月から３月までと１２月）は、３月・１２月の気温が高めだったことから、１月の電力合計は「最近の傾向」より

１０％多かったものの、他の月は１０％前後の減、給湯の熱源であり発電源でもあるガスも２割前後の減となり、通年で１

３.６％減となりました。 

東京都などが発表している標準使用量と比較すると、電気・ガスを合わせた使用量（電気の購入量とガスの使用量）は、

夏は同水準ですが、通年で３割前後、冬は５割程度、少ない水準にとどまっています。 

本来、住宅全体の断熱が進んでいれば、夏にも大きな効果が得られるはずですが、内窓断熱を施したことで、もともと

消費エネルギー量が大きい冬については大きな効果が得られるといえます。 

 

  

℃ 11-20比 計（ｋWh） １１-２０年比 効率 ㎥ １１-２０年比
１月 5.7 +0.0 110 -28.7% 234 +48.0% 344 +10.1% -68.0% 89 -21.2%
２月 7.3 +0.8 73 -46.8% 193 +14.3% 266 -13.1% -72.6% 78 -24.4%
３月 12.9 +2.8 67 -42.0% 152 +27.9% 219 -6.6% -69.4% 74 -21.6%
４月 16.3 +1.6 97 -20.0% 90 +32.7% 187 -1.1% -48.1% 44 -22.0%
５月 19.0 -0.9 108 -6.0% 82 +80.6% 190 +18.5% -43.2% 44 +16.7%
６月 23.2 +0.8 209 +42.2% 79 +102.6% 288 +54.8% -27.4% 33 +11.5%
７月 28.7 +2.4 393 +57.3% 73 +30.8% 466 +52.4% -15.7% 24 -16.7%
８月 29.2 +1.3 421 +58.2% 57 +8.0% 478 +49.9% -11.9% 20 -20.9%
９月 26.7 +2.5 285 +88.4% 58 +35.2% 343 +76.6% -16.9% 20 -23.4%
１０月 18.9 +0.1 89 -30.6% 66 +61.8% 155 -8.3% -42.6% 30 -12.0%
１１月 14.4 +1.0 80 -41.6% 113 +73.6% 193 -4.5% -58.5% 56 +16.7%
１２月 9.4 +1.5 93 -46.0% 172 +34.3% 265 -11.8% -64.9% 70 -9.1%
計 2,025 +6.9% 1,369 +39.2% 3,394 +17.9% -40.3% 582 -13.6%

平均気温 ガス電気
発電（ｋWh）購入（kWh）
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【会計報告】 

 
 

  

（単位：円） 参考：２２年度 ２１年度 ２０年度 １９年度

Ⅰ 経常収益

1 受取会費 0 0 0 0 0

2 受取寄付金 0 0 0 0 0

3 受取寄付物品 0 0 0 0 0

4 受取補助金・助成金 0 0 0 0 0

5 事業収益 37,023,243 30,113,208 34,086,749 30,371,801 33,977,949

うち、書籍販売および手数料収入 2,052,393 2,147,733 3,239,471 3,418,396 3,724,244

同 講師謝金および原稿執筆料など 32,182,050 25,176,675 28,058,478 23,881,165 29,778,147
うち、非営利組織マネジメント支援関連 29,968,995 23,179,444 24,046,453 19,531,938 27,087,147
同 環境・社会コミュニケーション関連 2,213,055 1,997,231 4,012,025 4,349,227 2,691,000

同 「公益大家」家賃収入 2,788,800 2,788,800 2,788,800 3,021,200 433,813
6 その他収益 9,870 3,757 301 3,297,350 41,745

雑収入、受取利息など 9,870 3,757 301 3,297,350 41,745

経　常　収　益　計 37,033,113 30,116,965 34,087,050 33,669,151 34,019,694

Ⅱ 経常費用

1 事業費 21,164,179 17,457,633 18,269,885 18,377,339 19,185,311

事業部門人件費※ 14,000,000 13,080,000 13,080,000 12,160,000 12,160,000

事業部門福利厚生費※（退職金共済掛金含む） 142,795 138,932 191,918 133,397 122,046

外注費 2,666,282 533,017 2,660,216 4,263,776 2,944,718

荷造発送費 59,714 60,479 142,122 190,724 1,015

事業開催協力費・販売手数料 0 3,915 127,176 100,911 0

旅費交通費 3,773,602 3,016,804 1,512,740 1,061,650 3,314,491

「公益大家」物件 管理費 336,000 336,000 336,000 336,000 28,000

会議費（アドバイザリーボード合宿など） 185,786 288,486 219,713 130,881 615,041

2 管理費 14,925,708 15,200,426 15,752,012 15,973,024 11,990,056

管理部門人件費※ 2,560,000 2,560,000 2,560,000 2,560,000 2,560,000

管理部門福利厚生費※（退職金共済掛金含む） 26,111 27,192 37,562 28,083 25,694

通信費 280,314 323,713 411,337 407,869 533,098

光熱費 172,834 179,193 103,984 73,597 67,347

地代家賃 1,800,000 1,110,000 1,110,000 1,110,000 1,418,000

支払手数料 44,470 104,581 56,701 5,205 70,073

諸会費 131,000 75,000 144,900 152,800 105,000

保険料 123,744 61,872 1,000 56,960 118,490

事務用品・消耗品費・広告費・雑費など 504,877 130,497 666,405 587,366 304,582

アプリ/システム利用料 246,941

租税公課 759,700 1,633,200 2,401,600 3,999,400 2,907,300

所得税・消費税の予定・中間納税など 2,485,640 1,282,360 1,282,128 1,191,132 2,764,213

（注：個人事業のため源泉徴収税の総額を含む）

新聞図書費 233,460 161,860 164,300 243,995 128,996

修繕費 0 1,994,341 1,255,478 0 61,160

減価償却費 5,556,617 5,556,617 5,556,617 5,556,617 926,103

雑損失 0 0 0 0 0

経　常　費　用　計 36,089,887 32,658,059 34,021,897 34,350,363 31,175,367

当期経常増減額 943,226 -2,541,094 65,153 -681,212 2,844,327

当期正味財産増減額 1,158,191 2,937,633 703,946 611,605 6,249,127

前期繰越正味財産額 83,225,412 80,287,779 79,583,833 78,972,228 72,723,101

次期繰越正味財産額 84,383,603 83,225,412 80,287,779 79,583,833 78,972,228

ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所]
２０２３年度(１月１日から１２月３１日まで） 活動計算書
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２３年度決算のトピックス（１９年度までと対比して、主な変化をご紹介します。） 

 

【書籍は４割、非営利マネジメント支援は１割強、ＳＲ支援は４割減】 

書籍は、直接販売機会の大幅減により例年比４割強減。非営利マネジメント支援関連の講師報酬は、ＮＰＯ主催や協

働に関する研修、小規模多機能自治関連のご依頼件数も半数近く減りましたが、連続オンラインセミナーなどを運営

協力させていただいたことなどにより、１９年比１０％増まで持ち直しました。当方の困難にご配慮くださったみなさま

に、厚くお礼申し上げます。このほか、環境・社会コミュニケーション関連が例年比２割減し、「公益大家」の継続により、

経常収益は前年比２３％増、１９年比８％増となりました。残念ながら２４年度は減少が見込まれます。 

若干の黒字決算となりましたが、「公益大家」として購入した物件の減価償却分を除くと、収益率は維持しています。 

 

【給与は昨年と同水準、賞与は標準水準で支給】 

職員の給与は、担当業務に基づき決定しています。２３年度も「基本業務」、「マネジメント支援」、「ＣＳＲコミュニケー

ション」、「書籍」の主要４業務の年間人件費を決定し、各人の担当内容により配分する原則の下で、昨年と同じ水準と

なるよう配分しました。賞与標準月数は年６か月とし、収入が例年を下回ったものの、業務量は例年通りだったこと、

また、物価高への対応を含めて、夏季２.０・冬季４.０の計６.０か月としました。各人の支給月数の査定は、例年は全職

員による３６０度フィードバックを行っていましたが、フルタイム勤務者が川北・棟朝の２名のみだったため、今年度も

引き続き見送りました。 

２４年度も例年に比べて収入減が見込まれるものの、２０１６年以降、給与改定を見送り続けてきたことから、賞与標

準月数は年間５か月以上をめざします。 

 

２３年度 川北 棟朝 参考：当初予算 

基本業務（時間あたり、円） ― 1,000 ２,５６0,000 

マネジメント支援（同） 1,200 800 8,００0,000 

ＣＳＲコミュニケーション（同） 1,800 600 6,144,000 

書籍（同） 200 150 ２,９２0,000 

特別プロジェクト（同） ― ― 0 

時給 計 3,200 2,550  

月間時間数 160 160  

月給 512,000 360,000  

賞与（月） ６.0 ６.0  

年間 計 ９,２１６,000 ７,３４４,000 1６,５６０,００0（実績） 

参考：２２年度支給額 8,７０４,000 6,９３６,000 1５,６４０,００0 

 

【フリーキャッシュフローは発災時の業務継続・支援活動、「公益大家」開業、経営者の退職金積立に】 

効率的な業務運営と堅実な経費管理の積み重ねにより、２０１８年時点でフリーキャッシュフローは７０００万円余と、

２年強相当に達しました。その利活用原則を１５年度に従業員全員と協議し、①大規模災害時発生時の業務継続と支

援活動の財源として２０００万円程度（通年の半額相当）、②社会のセーフティネットを担うためのシェルターの取得費

用の一部として２０００万円程度（最適なスキーム確立時点で執行するまで継続して積み立て）、③退職金共済の対象

外だった川北・棟朝について着任時に遡って月額３万円（２３年に５万円に増額）を無利子で積み立てすることを決議

しました。 

１９年末に「公益大家」物件購入と改修に５0００万円強を拠出し、２３年度末時点では川北・棟朝の退職金積立計３３

０５万円、残る１８００万円余を大規模災害発生時の業務継続と支援活動の財源としています。 

 

【オフィス移転に際しての利益相反と、賃料決定の経緯について】 

   ＩＩＨＯＥは１０年８月、代表者である川北の自宅移転に伴い、事務所も東京都中央区に移転いたしました。その際、事

務所家賃の改定（値上げ）と、購入資金の一部の貸付という２つの利益相反事項について、当時の常勤・非常勤全職員

に意見を求め、全員の同意を得た上で実施しました。 

最終的に事務所家賃は周辺相場より安い月額１２万円（礼金・敷金などはなし）とし、この１４０か月（１１年８か月）分

を先払いする形で川北に貸し付け、利息を含めて１４４か月（１２年）分の家賃に充当することとしましたが、２２年３月

に完済しました。その後、４月から７月までの４か月分は、貸付に対する利息として家賃を請求しませんでしたが、８月

から再度、固定資産税等の評価額の推移を織り込み、月額１５万円として、家賃を支払うこととしました。 

この家賃を川北に支払っていることから、川北は上記の給与・賞与の合計額以外に、通年で１８０万円の家賃収入も、

ＩＩＨＯＥから得ることになります。 
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ＩＳＯ２６０００に基づく、社会責任（ＳＲ）への取り組み 

 

 ＩＩＨＯＥは、すべての組織の社会責任（SR）に関する国際的なガイダンス文書・ＩＳＯ２６０００について、２０１０年１１月の

発行に先立ち、企業やＮＰＯでの取り組みを促すとともに、自らの団体運営に照らし合わせる勉強会を開催してきました。 

 ０２年度以降、年次報告書に、環境負荷削減に向けた方針や取り組み、実績などを開示していますが、ＩＳＯ２６０００が

示す枠組みに従って、ＩＩＨＯＥの社会責任（ＳＲ）への取り組みについて、主なステークホルダー（利害共有者）とのエンゲ

ージメント（積極的な相互への関与・連携）と、中核的な課題への取り組み（方針・現状と課題）をご紹介します。 

 

主なステークホルダー（利害共有者）とのエンゲージメント 

【市民】（個人と、地域やグループなどの団体） 

組織目的である「地球上のすべての生命にとって調和的で民主的な発展のために」を実現するためには、人々が与

えられたものを使うだけの単なる消費者ではなく、主体的・積極的に判断し、実践し、しくみをつくる民主主義の担い

手である市民へと育たなければなりません。このためＩＩＨＯＥは、調査、基盤整備、研修・個別支援、出版・発信を通じて、

個人や地域、グループのより良い判断や実践、しくみづくりを促します。具体的な実践は本報告書に紹介の通りです。 

【企業】 

世界の平均的な国家の事業予算額を上回る規模のグローバル企業に対して、経済や環境、人権や文化に与える影

響の大きさに即した判断や実践を促すためには、自社の中長期的な競争力を高める上で、環境負荷削減や人的多様

性をはじめとする社会課題への積極的・主体的な取り組みが不可欠であることを、正確かつ具体的に伝える必要があ

ります。このためＩＩＨＯＥでは、主要企業のＣＳＲ報告への第三者意見執筆や独自の調査などを通じて、グローバル企

業のより良い判断や実践を促し、バリューチェーン全体に働きかけます。具体的な実践は本報告書に紹介の通りです。 

【行政と立法】（職員、首長、議員、政党】 

官民協働の必要性や重要性への理解は残念ながら後退しつつあり、ほとんどの行政職員、特に管理職層の大半は、

住民を行政サービスや規制の対象としか見ていません。しかし少子・超多老の日本において、住民が自治を担う市民

にならなければ、行政コストをまかなう税収も、１０００兆円を超える国公債の償還財源も、先細りするばかりです。 

このためＩＩＨＯＥは、行政職員はもちろん、その管理者である首長や立法者である議員、そして政党に対して、調査、

研修・個別支援や出版・発信を通じて、協働を通じた自治の確立に向けた働きかけを続けます。 

 

ＩＳＯ２６０００が挙げる主要課題への取り組み 

【組織統治】（意思決定プロセスと構造） 

活動開始以来、設立目的である「地球上のすべての生命にとって調和的で民主的な発展のために」を実現するため

に、中長期的に求められる取り組みを判断し、自ら実践するだけでなく、他社・団体の取り組みを促し、しくみづくりに

も取り組んでまいりました。その目標や方針を明文化し、社会責任マネジメント体制や実践・課題の開示などを織り込

ん だ 「 社 会 責 任 へ の 取 り 組 み に つ い て の 宣 言 （ コ ミ ッ ト メ ン ト ） 」 を １ ３ 年 ６ 月 に 発 表 し ま し た

（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/２３9）。 

重要な意思決定に際しては、非常勤を含む従業員全員に、経緯と根拠を詳細に記した提案を行い、賛否や改善案を

たずねています。また１３年度から、市民事業の各分野のトップランナー７人を迎えたアドバイザリー・ボード（ＡＢＭ）を

設け、実績報告と中長期的な方針に関する意見交換を行っています。ＡＢＭのメンバーは、石原達也さん、奥山千鶴子

さん、木山啓子さん、田村太郎さん、戸枝陽基さん、深尾昌峰さん、山内幸治さんの計７名です（ご所属略）。 

また、ＩＳＯ２６０００が挙げる「期待される行動」２７８項目について、「重要性」と「リスクと要実現性」をそれぞれ３段

階で評価し、スタッフ全員による「ＳＲ推進会議」を開催して、優先度が高い項目は早期に対応できるよう努めています。

「重要性」「リスクと要実現性」評価は、http://blog.canpan.info/iihoe/archive/２３7 をご参照ください。 

ＳＤＧｓについても、組織運営にあてはめ、基本方針を策定しました。（ｐ１５-１７参照。） 

 

【人権】（デューディリジェンス、人権に関する危機的状況、共謀の回避、苦情解決、差別・社会的弱者、市民的・政治的権利、

経済的・社会的・文化的権利、労働における基本的原則・権利） 

人権への配慮・対応については、設立以来、重要性を認識し組織の判断・業務を行ってきましたが、１３年７月に「人

権の尊重に関する基本方針」（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/２４2）として、基本原則や影響評価手

法、苦情解決のしくみ（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/２３4）などを開示。１４年３月には、事業活動

における人権リスクを特定して「人権課題チェック項目」（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/260）とと

も に 、 人 権 の 尊 重 や 持 続 可 能 な 資 源 の 活 用 を は じ め と し た 社 会 責 任 に 配 慮 し た 「 調 達 ・ 購 買 原 則 」

（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/258）を公開しました。２３年度も、これらの方針・原則に沿った事

業活動を継続すると同時に、主な関係先に深刻な人権課題がないことを確認するアンケートの作成に着手する予定で

したが実現できておらず、２４年度中に実施できるよう、引き続き準備を進めます。 

 

【労働慣行】（雇用と雇用関係、労働条件と社会的保護、社会的対話、労働における安全衛生、職場での人材育成・訓練） 

ＩＩＨＯＥが取り組む主題や対象の多様性から、場所や曜日・時間帯を固定した業務は不可能であり、したがって働く

上での柔軟性や不規則性も求められます。また、可能な限り少人数で最大の価値を生み出すために、担当する業務だ

けでなく、組織全般にかかわる意思決定に、非常勤を含む従業員全員が関与できるよう、経営者とほぼ同じ水準の情

http://blog.canpan.info/iihoe/archive/229
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/227
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/232
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/224
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/260
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/258
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報共有を日常的に行っています。このため、本人の希望や自由意思に基づく同意を前提としつつ、裁量労働や在宅勤

務、各種ツールを取り入れ、通信費や機器代金などを団体が負担しています。副次的な効果として、通勤の負担や時

間の軽減も期待しています。 

雇用は常勤（正規）を前提としますが、本人の希望や業務の規模によって非常勤となる場合もあります。常勤者の給

与は、時給と総額（賞与含む）で民間企業と同水準、非常勤者も時給で民間企業と同水準と想定しています。業務内容

や生み出す価値が同じであれば、常勤・非常勤を問わず、時給は同じ（同一価値同一賃金）です。 

これらの原則を明文化するため、従業員との議論を経て１５年１２月に就業規則を改定しました。 

社会保険については、労災保険・雇用保険のみ加入しており、健康保険・年金保険は各自で加入してもらっています。

これを補うため、加入が許される全従業員（非常勤含む）について、中小企業退職金共済（中退共）に加入しています。 

安全衛生上の配慮や対応について、業務上の主なリスクの評価や緊急性の高い対策に着手しています。 

２４年度も、対象となる従業員が雇用された時点で、ハラスメントを感じた従業員が相談できる外部窓口の確立を

含めた、リスクの確認と、従業員の希望に基づく対策づくりを進めます。 

 

【環境】（汚染予防、持続可能な資源の使用、気候変動の緩和と適応、環境保護と自然生息地の回復） 

ＩＩＨＯＥの業務に伴う主な環境負荷とその実績、負荷を削減・補償する取り組みについては、Ｐ９-P１０の「ＩＩＨＯＥに

おける主な環境負荷・社会的側面と取り組み、気候変動による影響」をご参照ください。 

２４年度も、１４年度に定めた調達・購買原則に則り、中長期的な環境負荷削減に向けた取り組みと開示に努めます。 

 

【公正な事業慣行】（汚職防止、責任ある政治的関与、公正な競争、バリューチェーンでの社会的責任の推進、財産権尊重） 

ＩＩＨＯＥの業務の特性上、自社の売上・利益拡大のために贈賄やダンピング、カルテルを行う可能性はありませんが、

「社会責任への取り組みについての宣言（コミットメント）」にてその旨明記し、また、これまでにも一度もありません。 

公正性が求められるＣＳＲ報告・開示の第三者意見執筆に際しては、相手先の企業からの報酬や便宜供与が過度に

ならないよう配慮するとともに、その確認・検証のため記録し、ＡＢＭに報告しています。 

政治への関与は、目の前の現場で活動するのみならず、地理的にも時代的にも共有できるしくみづくりを担うべき

ＮＰＯにとって必須不可欠ですが、不適切な方法や表現で圧力をかけることは、民主主義的とは言えません。この点へ

の配慮は設立当初から十分に行っていますが、明文化や確認・検証はできていません。 

備品などの購入時や講座・研修の開催時などに、相手先のバリューチェーンにおける社会的責任の推進については、

ウェブに開示された情報をもとに当方で確認していますが、先方に明文で依頼・確認することはありませんでした。１

３年秋に明らかになった、みずほフィナンシャルグループによる反社会勢力への融資への対応については、同社のガ

バナンスおよびＣＳＲマネジメントの実践・実務に重大な問題があったものの、改善に向けた取り組みが進められてい

るとの判断から、同社・同行との取引を再開しました。 

財産権の尊重として、他者の知的所有権を侵害しないよう、事例紹介の際には出典を明示し、場合によっては事前

に同意をいただくことにしています。一方、ＩＩＨＯＥの刊行物には「本誌は、より良い社会の実現を願って刊行しました。

このため、その内容が、必要とされる場面で、有効に活用されることを願っています。本誌の内容を転載またはコピー

して使用される場合は必ず事前に発行者までご連絡ください」と明記し、事前の届け出による活用を促しています。 

２４年度も引き続き、上記の項目について、原則や依頼内容を明文化し、確認・検証するしくみづくりを進めます。 

 

【消費者課題】（公正なマーケティング、事実に即した偏りない情報、公正な契約慣行、消費者の安全衛生保護、持続可能

な消費、消費者へのサービス、支援、苦情・紛争の解決、消費者データ保護、プライバシー、必要不可欠なサービ

スへのアクセス、教育と意識向上） 

ＩＩＨＯＥの業務の特性上、自社の売上拡大のために、消費者に対する直接的・日常的な発信は行っていませんが、講

座や書籍などの販売促進のためにチラシや電子メール、ＳＮＳなどで呼びかける際には「これでバッチリ」「一番わかり

やすい」といった、形容詞の多用や根拠のない表現は一切行わないようにしています。 

講座や書籍をお申し込みいただいた方の送付先に関する情報は、５年間をめどに保存し、その後は処分しています。

他団体から広報・案内の協力を依頼された場合には、当方のブログに掲出するか、川北など個人のブログやＳＮＳに掲

出することにとどめており、ＩＩＨＯＥが団体として持つ連絡先一覧を他団体に渡す・共有することはありません。 

一方、書籍のＰＤＦ販売に際して利用していた外部サイト運営会社への不正アクセスにより、一部のダウンロード会

員の方々の個人情報が流出したことについて、重ねてお詫び申し上げるとともに、代替手段が確立できるまで、PDF

販売を停止しております（https://blog.canpan.info/npomanagement/archive/２４3）。 

講座・研修を開催する際には、受講してくださる方の利便性や安全にも、可能な限り配慮・対応しています。行事・研

修のユニバーサル・デザイン化のためのチェックリスト（※１）を策定し、「ＮＰＯマネジメント」第７０号で紹介するととも

に、インフルエンザの予防・拡大防止のためのガイドライン（※２）も策定して同第６３号で紹介し、ＩＩＨＯＥにご依頼いた

だいた際には、相手先に順守・対応を求めています。 

※１「その行事・研修はユニバーサル・デザインですか？」（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/165） 

※２「新型インフルエンザ大流行に備えていますか？」（http://blog.canpan.info/iihoe/archive/184） 

    

また、印刷物などで使用する書体について、従来から視認性と環境負荷（横幅の狭さによる行・ページあたり字数の

拡大）の観点から、ＭＳＰゴシック（←この書体）を使用してきましたが、視認性をさらに高めるために、１９年度から、ＢＩ

Ｚ-ＵＤＰ（本書で使用の書体）に変更し始めています。 

https://blog.canpan.info/npomanagement/archive/233
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/165
http://blog.canpan.info/iihoe/archive/184
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【コミュニティ参画・開発】（コミュニティ参画、教育と文化、雇用創出と技術開発、技術開発、最新技術の導入、富と所得創

出、健康、社会的投資） 

設立目的を実現するために、可能な限り多くの地域や団体の支援を行おうと心がけており、団体の事務所や従業員

の居住地での取り組みとして、地域清掃や歳末夜警（防火巡回）をはじめとする自治会活動に参加・協力しています。 

一方で、国内外で喫緊の課題に取り組むＮＰＯや活動には、川北が各地に伺った際などに、ご寄附をお願いしてき

ました。２３年は、豪雨水害に遭われた秋田県五城目町と、２１年にお預かりしていたひとり親家庭のための自然体験

支援として（公社）チャンス・フォー・チルドレンに資金をお送りし、ＩＣＣＤＳ（Ｐ８）設立以来、お預かりした寄付は累計７

４１万円余、川北からのマッチングも３９０万円余となり、計１,１２５万円余を被災者支援活動団体にお渡ししました。 

併せて、川北が理事などを務めた（特）ＪＥＮや（般社）Ｊ－ＣＡＰＴＡなどに対しても、各地でお預かりしたご寄付にも

川北個人からマッチングするとともに、日本航空（ＪＡＬ）のチャリティ・マイル実施期間中にお預かりしたご寄付につい

て、川北からもマイル寄付を行いました。上述のＩＣＣＤＳを通じた支援を合わせると、お預かりした寄付は累計１,０１１

万円余、川北からのマッチングも８３９万円余となり、計１,８３８万円余を被災者支援などに従事する団体にお渡ししま

した。 

さらに１９年から、社会課題に挑む団体の家賃負担軽減を目的とした「公益大家」（P５-P６）も開始。自ら「大家」とし

て物件を取得し、月額家賃は相場以下に設定するとともに、その２割以上を寄付しています。 

 

 

持続可能な成長・開発のための２０３０アジェンダ（Sustainable Development Goals：SDGｓ）への基本方針 

 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）に続く開発目標として、２０１５年の国連総会で採択された「持続可能な開発のための２

０３０アジェンダ」（Sustainable Development Goals：SDGｓ）は、その前文に「このアジェンダは、人間、地球及び

繁栄のため行動計画である。これはまた、より大きな自由における普遍的平和の強化を追求するものである。我々は、極

端な貧困を含む、あらゆる形態と側面の貧困を撲滅することが最大の地球規模の課題であり、持続可能な開発のため不

可欠な必要条件であると認識する。すべての国及びすべてのステークホルダーは、協同的なパートナーシップの下、この

計画を実行する。」と記しており、ＩＩＨＯＥも、賛同し、国・自治体や企業や市民団体などに働きかけるとともに、自らも模

範として取り組みます。 

その実践の端緒として、１７年１月にスタッフ全員で１７の目標と１６９のターゲットを読み、当所の組織と事業の運営に

照らし合わせた上で、特に重要な項目を選び出すとともに、目標ごとに「すべきこと」（義務）、「できること」（貢献可能性）、

「できていること」（実績）、「今後進めるべきことと、そのアプローチ」（課題と対策）を挙げる作業を行いました。 

各年度内の目標などについて詳細な検討や協議を行えておりませんが、現時点では、義務と貢献可能性、実績・課題・

対策について、基本方針案として示します。 

 

ＳＤＧｓの１７の「目標」 
ＩＩＨＯＥがすべきこと（義務）と、 

できること（貢献可能性） 

できていること（実績）と、 

今後進めるべきこと（課題）、そのアプローチ（対策） 

１．貧困をなくす 

あらゆる場所のあらゆる形態

の貧困を終わらせる。 

 

 

 

義務：組織目的実現のために、少子高齢・多

老化・小家族化をはじめとする「課題先進

国」・日本が、「課題解決先駆国」となるよ

う、基本的には国内の相対的貧困に対し

て、国内他団体のモデルになる取り組み。 

貢献可能性：現物寄付を促進する税制改正

の働きかけ。 

セーフティネットとしてのシェルターとな

りうる物件の取得とその運営を通じた新

しいモデルの創出支援。 

支援活動団体のマネジメント支援。 

実績：現物寄付を促す税制改正の働きかけ。 

ひとり親世帯を中心とした課題・困難を抱える人々

のための活動団体の現場・事務支援・寄付多数。 

課題・対策：最も重要な生活基盤である住まいのセーフ

ティネットづくりの模索。 

企業・個人から団体への現物寄付を促す制度づくり

の働きかけを、これまで以上に進める。 

子どものあそびや学習の支援、保護者のピアカウン

セリング、食材・衣類などの生活必需品提供まで、世

帯を丸ごと支える支援が必要であることの発信。 

２．飢餓をなくす 

飢餓を終わらせ、食料安全保

障及び栄養改善を実現し、持

続可能な農業を促進する。 

３．健康と福祉 

あらゆる年齢のすべての人々

の健康的な生活を確保し、福

祉を促進する。 

義務：世界に先駆けて後期高齢者率が高まる

日本で、後期高齢者が「移動弱者」にも、交

通事故の加害者にも被害者にもならない

よう、自動車運転支援技術の活用を促す。 

貢献可能性：エコ安全運転の啓発。 

 運転支援技術の開発支援と啓発。 

「小商い」を通じた「生きがい」向上。 

実績：企業の情報開示の促進。 

地域運営組織における健康づくり活動の質の向上、

特に男性の参加率や、地域カルテ活用の促進。 

全国各地の見回りに関する取り組み事例紹介。 

「小商い」で稼ぐ意義と可能性の提示。 

課題・対策：自動車運転支援技術の活用事例共有。 

年金という外貨の地域内経済への結び付け。 

４．質の高い教育 

すべての人に包摂的かつ公正

な質の高い教育を確保し、生

涯学習の機会を促進する。 

義務：組織目的および２０３０年までの中期

目標「日本をチャレンジの森にする」の実

現のために、課題先進国・日本が課題解決

先駆国となるよう、地域において年齢層を

問わず起業家を育成するとともに、国内外

で強まりつつある排他主義的傾向を是正

するため、正しい民主主義を啓発する。 

貢献可能性：子どもから高齢者まで全世代が

参画し、課題に挑む地域づくりの促進。 

実績：学校外教育クーポンや助成を通じて、体験などの

格差是正・解消に取り組む団体の運営支援。 

社会の変化に適応した社会教育の促進。 

若い起業家への助言・支援。 

課題・対策：地域における年齢層を問わない起業家の育

成と、「決めてみる」「やってみる」「だめならやり直し

てみる」の「３つの『てみる』」啓発。 

国内外で強まりつつある排他主義的傾向を是正す

るための、正しい民主主義の啓発。 
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５．ジェンダー平等 

ジェンダー平等を達成し、すべ

ての女性及び女児の能力強化

を行う。 

義務：持続可能な成長の実現には、すべての

人々の参加と活躍が不可欠であり、企業な

ど事業体や行政機構、地域組織など、すべ

ての地域や組織における女性の参加と活

躍を、平等性の確保の観点から推進すると

ともに、ＩＩＨＯＥ自らがそのモデルとなる。 

貢献可能性：社会に挑む働き方としてのＮＰ

Ｏ/ＮＧＯにおける就労環境改革。 

自らも「多様な働き方」のモデルに。 

地域における女性役員比率向上促進。 

実績：企業のＣＳＲ報告書への第三者意見執筆時に働き

続けやすさを促す施策の実績確認と助言。 

全住民調査や役員構成の見直しなど、地域運営組織

における女性参画の促進を働きかけ。 

内閣府「地域活動における男女共同参画の推進に関

する実践的調査研究検討会」などに参画。 

ＩＩＨＯＥ自らも在宅勤務、裁量労働制など実践。 

課題・対策：企業に勤続年数格差是正の働きかけ継続。 

地域組織での女性活躍事例と必要性紹介・促進。 

ＩＩＨＯＥ自らも働き続けやすい制度・風土維持。 

６．きれいな水と衛生 

すべての人々の水と衛生の利

用可能性と持続可能な管理を

確保する。 

義務：世界で稀な降水量に恵まれた日本が、

水源涵養林を適切に管理し続け、高齢・多

老でも世界のモデルとなるよう支援。 

貢献可能性：発災時の避難所における衛生管

理をはじめとした運営支援。 

水・衛生問題に取り組む団体の支援。 

実績：東日本大震災被災地の避難所における衛生管理

をはじめとした運営支援。 

課題・対策：被災者支援拠点や被災者の住宅における衛

生管理をはじめとした支援、林業の６次産業化、狩猟

の担い手の維持・増加、山間部における高齢者の居

住と就農の維持など、これまでの取り組みを続ける。 

７．誰もが使えるクリーンエネ

ルギー 

すべての人々の、安価かつ信

頼できる持続可能な近代的エ

ネルギーへのアクセスを確保

する 

義務：２０５０年「実質ゼロ」実現へ、エネルギ

ー自給率向上、再生可能エネルギー活用先

端国になれるよう、企業や自治体、地域コ

ミュニティに働きかけ。 

IIHOE のエネルギー効率化促進。 

貢献可能性：企業の取り組み促進。 

地域の自然エネルギー自給率向上。 

実績：企業の取り組み促進および事例紹介。脱炭素チャ

レンジカップ協力、温暖化防止活動推進員研修。 

課題・対策：長期目標達成に大きな努力が求められる企

業（事業所・物流）や自治体への改善提案拡充、家庭

部門における断熱・地中熱活用など省エネルギーと

再生エネルギー活用が経済的にも有効なコミュニテ

ィへの働きかけや支援。 

８．ディーセント・ワークと経済

成長 

包摂的かつ持続可能な経済成

長及びすべての人々の完全か

つ生産的な雇用と働きがいの

ある人間らしい雇用(ディーセ

ント・ワーク)を促進する。 

義務：人口減・多老化・小家族化の最先進国

として迫られる企業・行政・地域の「時間の

使い方」変革促進。 

２０３０年までの中期目標「日本をチャレン

ジの森にする」実現のため、地域における

多年齢層の起業家育成。 

若者が東京でさらに３００万円、東京以外

でさらに１００万円の所得増が実現するよ

う、モデル開発と支援。 

貢献可能性：ＮＰＯ/ＮＧＯにおける働き方の

多様性促進。 

実績：ＮＰＯ/ＮＧＯの働き方の多様性対応調査。 

Activity Based Costing（人件費を個人にでは

なく業務に充て、各人の給与などは担当業務量に応

じて決定）導入と他団体共有促進。 

課題・対策：企業の「時間の使い方改革」として意思決

定・会議改革など人事部門への働きかけ。 

地域コミュニティにおいては行事の棚卸しと人口構

成の推移予測の働きかけ継続。 

地域において年齢層を問わず起業家育成。 

若者が東京以外で３００万円、東京で５００万円稼ぐ

ことができるモデル開発と支援継続。 

９．産業・技術革新・社会基盤 

強靱（レジリエント）なインフラ

構築、包摂的かつ持続可能な

産業化の促進及びイノベーシ

ョンの推進を図る。 

義務：２０３０年代を俯瞰し、世界における課

題先進国である日本において、地域と企

業にとって持続可能な経済モデルを提示。 

貢献可能性：人口と公共施設の「高齢化」の

可視化と啓発。 

環境・社会配慮対応品の積極的導入。 

実績：人口と公共施設の「高齢化」の可視化・啓発。 

環境・社会配慮・対応商品の積極的導入。 

課題・対策：課題先進国である日本において、小規模多

機能自治、公共施設マネジメント、運転支援技術や人

的多様性の活用をはじめとする、地域と企業にとっ

て持続可能な経済モデルの提示をさらに進める。 

１０．格差の是正 

各国内及び各国間の不平等を

是正する。 

義務：組織目的と２０３０年までの中期目標

「日本をチャレンジの森にする」の実現のた

めに、日本国内の相対的貧困層と若者が

稼ぐ力を習得するためのモデル開発・支

援、所得の再分配を促す施策の提案。 

貢献可能性：外国人労働者とその家族の権

利擁護・生活支援に取り組む団体の支援。 

実績：現物寄付を促す税制改正の働きかけ。 

学校外教育クーポン、ひとり親家庭支援など格差是

正・解消に取り組む団体の運営支援。 

外国人労働者とその家族の権利擁護・生活支援に取

り組む人材の育成や団体の支援。 

課題・対策：相対的貧困層と若者が稼ぐ力を習得するモ

デル開発と支援、所得の再分配を促す施策の提案。 

１１．持続可能なまちづくり 

包摂的で安全かつ強靱（レジ

リエント）で持続可能な都市及

び人間居住を実現する。 

義務：世界一の高齢先進国である日本が課

題解決先駆国になるためのモデルの提示

と地域コミュニティにおける人材育成、基

盤整備の支援。 

貢献可能性：小規模多機能自治の推進。 

「誰ひとり取り残さない防災」の推進。 

実績：小規模多機能自治、防災・福祉の融合推進。 

「誰ひとり取り残さない」別府モデルの普及支援。 

課題・対策：小規模多機能自治推進のための人材育成と

ネットワークづくりを引き続き行うとともに、防災・福

祉融合と別府モデルの他地域展開支援。 

１２．持続可能な消費と生産 

持続可能な生産消費形態を確

保する。 

義務：持続可能な消費を自ら実践・発信し、企

業・行政・ＮＰＯに啓発。 

貢献可能性：現物寄付を促す税制改正。 

研修資料配布を控え電子データ公開。 

公共調達に関する社会責任推進。 

実績：現物寄付を促す税制改正の働きかけ。 

研修資料配布を控え電子データ公開。 

自治体の社会責任（ＬＧＳＲ）への取り組み働きかけ。 

課題・対策：社会責任調達の調査・提案等を通じた企

業、行政への働きかけ継続。 

ＩＩＨＯＥ自らの消費のさらなる効率活用実践。 

１３．気候変動へのアクション 

気候変動及びその影響を軽減

するための緊急対策を講じ

る。 

義務：気候変動、自然災害に対応するための

人的・組織的能力向上の支援。 

貢献可能性：気候変動リスクの啓発。 

デリバティブ保険をはじめとした先駆的

な企業の取り組み紹介。 

実績：研修など企業の取り組み促進・事例紹介。脱炭素

チャレンジカップ協力、温暖化防止活動推進員研修。 

事務所にエネファームと、すべての窓に内窓導入。 

課題・対策：地域特性を踏まえた断熱と再生可能エネル

ギー普及の啓発、脱炭素チャレンジカップ協力などを

通じた、気候変動、自然災害に対応する人的・組織的

能力の向上支援。自らＴＣ/NＦＤ実践・モデル化。 
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１４．海洋資源 

持続可能な開発のために海

洋・海洋資源を保全し、持続可

能な形で利用する。 

義務：ＪＥＡＮへの継続的な支援を通じて海洋

資源の保全を支援する。 

貢献可能性：ワンウェイユースやマイクロプラ

スティックなど排出者啓発を要する事項へ

のＮＰＯと企業の連携促進。 

実績：海ごみサミットなどＪＥＡＮの活動・調査協力。 

課題・対策：ＪＥＡＮや森・海への活動団体への継続的支

援を通じた海洋資源保全の支援。 

１５．陸上の資源 

陸域生態系の保護、回復、持

続可能な利用の推進、持続可

能な森林の経営、砂漠化への

対処、ならびに土地の劣化の

阻止・回復及び生物多様性の

損失を阻止する。 

義務：持続可能な土地利用に向けた、耕作放

棄地拡大の抑制支援。 

貢献可能性：林業の６次産業化、営農集団の

組織化などの促進。 

実績：日本自然保護協会をはじめとする自然保護・環境

保全団体や環境保全型農業への支援。 

林業の６次産業化に取り組む団体の支援。 

課題・対策：持続可能な土地利用のために、地域自主組

織の取り組み事例紹介などを通じた耕作放棄地拡大

の抑制支援。 

１６．平和・正義・有効な制度 

持続可能な開発のための平和

で包摂的な社会を促進し、す

べての人々に司法へのアクセ

スを提供し、あらゆるレベルに

おいて効果的で説明責任のあ

る包摂的な制度を構築する。 

義務：子どもが暴力の加害者、被害者になら

ないための取り組みの支援。 

地域自主組織の運営支援や円卓会議手法

の推進等を通じて、地域コミュニティにお

ける包摂的参加型の意思決定のしくみづ

くりの促進。 

貢献可能性：子どもの安心・自信・自由の確

保を進める基盤づくり。 

地域における「１人１票」の推進。 

実績：Ｊ－ＣＡＰＴＡ運営支援、新潟ＮＰＯ協会による「子

どもの安心・自信・自由を守る基金」支援。 

「中学生以上の全住民調査」を通じた「１人１票」の実

質的推進。 

課題・対策：子どもが暴力の加害者、被害者にならない

ための取り組み支援。 

地域自主組織の運営支援や円卓会議手法の推進等

を通じた、地域コミュニティにおける包摂的参加型

の意思決定のしくみづくり促進。 

１７．目標達成に向けたパート

ナーシップ 

持続可能な開発のための実施

手段を強化し、グローバル・パ

ートナーシップを活性化する。 

義務：地域におけるまっとうな協働・総働推

進、地域円卓会議普及などを通じたマル

チ・ステークホルダー・プロセス促進。 

貢献可能性：まっとうな官民協働の啓発と、

その担い手育成。 

小規模多機能自治の推進。 

企業の社会課題に関する対話の推進。 

「円卓会議」や成熟段階別の支援・評価な

ど、担い手のための手法開発。 

休眠預金制度の在り方・運営の改善。 

実績：「都道府県・主要市における協働環境調査」に基づ

く「協働力パワーアップ」などの研修。 

ＳＲ円卓会議における「地域円卓会議」推奨。 

企業の社会課題に関する対話の推進・運営。 

研究成果の実装・定着支援プロセスの開発。 

課題・対策：地域におけるまっとうな協働・総働の推進、

地域円卓会議の普及などを通じたマルチ・ステークホ

ルダー・プロセスの促進。 

事業の成熟度に応じた支援・評価の普及。 

休眠預金制度の在り方・運営の改善。 
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気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）のガイドライン、 

および自然関連財務情報開示タスクフォース（ＴＮＦＤ）試案に基づく、 

温室効果ガス排出と気候変動と生物多様性への影響への対応 

- 「グレーで低成長かつ生物多様性に危機」となる」３.０℃上昇＆年３％成長」ではなく、 

「グリーンで安定成長かつ生物多様性を守れる」となる「１.５℃上昇＆年５％成長」を実現するために – 

 

Ｇ２０の要請を受け金融安定理事会（ＦＳＢ）により設立された気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）が２０１７

年に発表した最終報告書は、企業等に対し、気候変動関連のリスク及び機会に関して、ガバナンス、戦略、リスクマネジメ

ント、指標と目標を開示するよう推奨しており、日本でも金融庁と日本取引所グループが策定したコーポレートガバナン

ス・コードの改訂版（２１年６月）においても「ＴＣＦＤまたはそれと同等の国際的枠組みに基づく気候変動開示の質と量を

充実」することが求められるようになりました。しかし、検討や開示が十分と言える企業はほぼなく、ＮＰＯ/ＮＧＯで開示

している団体は皆無と言えることから、率先して試行することとしました。さらに２３年９月には、自然関連財務情報開示

タスクフォース（ＴＮＦＤ）による開示フレームワークが公開されたことから、併せて対応します。 

 

【シナリオ分析】「１９９０年から２０５０年までを俯瞰する」（Ｐ２４）と下記の４象限の表を併せてご参照ください。 

横軸：気温上昇が「１.５℃」か、「３.０℃」か /縦軸：世界のＧＤＰ成長率が「３％」（低成長）か「５％」（安定成長）か 

気温１.５℃上昇で世界ＧＤＰ年５％成長 

（グリーンかつ安定成長） 

・自然災害（風水害・旱魃） 地域によっては深刻化 

 →食料生産地の被災や交通・物流の影響は限定的 

＋都市集積/地方分散が並行、水利用も増えるが、 

生態系保全も進められ、生物多様性の危機も限定的 

・再生可能エネルギーなどＧＸ投資進展＋規制緩和進展 

→所得・資産増大し、分配・再投資も適切に進展 

→犯罪・自殺・排他主義抑制、多様性尊重進行 

→イノベーション/チャレンジ＋安定成長により 

日本など先進国における「ヒト」と「公共施設」の 

「２つの高齢化」に伴う社会課題の深刻化も限定的 

 

⇒大きな判断と実践が求められるが、 

最も望ましいシナリオ 

気温３℃上昇だが世界ＧＤＰ年５％成長 

（グレーだが安定成長） 

・自然災害（風水害・旱魃）深刻化 

 →食料生産者の被災→食料価格の高騰 

 ＋交通・物流の影響→コストもリスクも上昇 

・安定成長に伴い、 

資源価格上昇→再生可能エネルギー普及低迷による 

電力価格上昇 

＋インフラ投資は一定促されるが、先進国で老朽深刻化 

→日本など先進国では「２つの高齢化」の同時進行 

→医療・介護の需要拡大⇔生産年齢人口減少 

＋水利用増に伴う価格上昇＋都市集積/地方分散が並行 

→生態系破壊拡大に伴う生物多様性の危機拡大 

＋所得・資産増大するが、格差拡大 

→犯罪・自殺増加、排他主義進行⇔多様性尊重阻害 

→民主主義の危機 

→規制緩和など法・制度の進化停滞 

→イノベーション/チャレンジ増えても社会課題深刻化 

 

⇒判断・実践の忌避・先送りに幸運が重なったシナリオ 

気温１.５℃上昇だが世界ＧＤＰ年３％成長 

（グリーンだが低成長） 

・自然災害（風水害・旱魃） 地域によっては深刻化 

 →食料生産地の被災が続けば食料価格高騰 

 ＋交通・物流の影響→コストもリスクも上昇 

・低成長による失業増に伴う格差拡大 

→犯罪・自殺増加、排他主義進行⇔多様性尊重阻害 

→民主主義の危機 

＋再生可能エネルギーなどＧＸ投資進展⇔他は進まず 

日本など先進国で老朽深刻化＋医療・介護の需要拡大 

⇔生産年齢人口減少：「２つの高齢化」同時進行 

＋都市集積⇔地方過疎深刻化、 

→生態系破壊拡大に伴う生物多様性の危機拡大 

→規制緩和など法・制度の進化停滞 

→イノベーション/チャレンジ増えても社会課題深刻化 

 

⇒大きな判断と実践が成果に結びついていない、 

難しいシナリオ 

気温３℃上昇で世界ＧＤＰ年３％成長 

（グレーかつ低成長） 

・自然災害（風水害・旱魃）深刻化 

 →食料生産者の被災→食料価格の高騰 

 ＋交通・物流の影響→コストもリスクも上昇 

・低成長による失業増に伴う格差拡大 

→犯罪・自殺増加、排他主義進行⇔多様性尊重阻害 

→民主主義の危機 

＋インフラ投資進まず：日本など先進国で老朽深刻化 

→再生可能エネルギー普及低迷による電力価格上昇 

＋日本など先進国では「２つの高齢化」の同時進行 

→医療・介護の需要拡大⇔生産年齢人口減少 

＋都市集積⇔地方過疎深刻化、水利用増 

→生態系破壊拡大に伴う生物多様性の危機拡大 

→規制緩和など法・制度の進化停滞 

→イノベーション/チャレンジ増えても社会課題深刻化 

 

⇒判断と実践の忌避・先送りによる最悪のシナリオ 
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【ガバナンスと戦略】 

世界が「グレーで低成長」な「３.０℃上昇＆年３％成長」に陥るのを回避し、「グリーンで安定成長」な「１.５℃上昇＆年

５％成長」を実現するために、まずＩＩＨＯＥ自らのガバナンスとして、年次統合報告書でもかねて報告の通り、団体の設立

目的である「地球上のすべての生命にとって、民主的で調和的な発展のために」を体現するために、長期的な戦略方針の

もとに、市民、企業、行政といった社会のさまざまな主体に対して、継続的かつ精力的に働きかけるとともに、自らもそ

の率先的実践者であるために、世界初や日本初の取り組みを進めています。 

中期的な戦略として、市民、企業、行政に対して、エネルギーの効率的活用や断熱をはじめとする身近で効果が持続す

る取り組みを促し続けると同時に、自らもその率先的な実践者として、移動を含めたＣＯ２排出量の削減に取り組むとと

もに開示し、その償いとして環境系ＮＧＯなどに相当額を寄付するとともに、事業拠点である事務所においても、エネフ

ァームの導入（２０１０年）、すべての窓に断熱内窓を設置（２０２２年）するとともに、今後は、空調機の最新型への交換や

太陽光発電と蓄電の導入も、検討・実施します。 

 

【リスクと影響の管理】 

「往診型」で支援に取り組むＩＩＨＯＥにとって、ご依頼者などのもとへの移動は、自然災害の影響を受けやすく、過去に

何度か、航空便・列車の運休や大幅な遅延などの影響を受けています。このため、移動に際しては、時間にゆとりを持つ

ことや、代替手段を想定するなどして臨んでいます。オンライン会議システムの利活用も進めますが、地域コミュニティ活

動など、支援先の大半が対面を標準とする取り組みであり、代替が難しいこと、また、支援先の地理的特性の理解も、よ

り効果的な支援において重要であることから、引き続き、支援先を訪問するビジネスモデルは変更しない方針です。 

また、中期的に続くと予測される化石燃料の高騰に対しては、上述の通り、従来の省エネルギーや断熱内窓の設置に

加え、空調機の交換、太陽光発電と蓄電の導入で対応します。 

自然や生物多様性への依存や影響、リスク、機会については、ビジネスモデル上、事務所の所在地を含め、特定の地域

の自然や生物多様性に強く依存することや、それによる大きなリスク、また、与えうる大きな負の影響はありませんが、

書籍や書類に使用する紙については、使用量を最小化するとともに、再生紙、間伐材や森林認証を受けた原料による紙

に限定するなどの対応を、これまで通り継続します。 

 

【指標と目標】 

市民、企業、行政の取り組み支援や、ＩＩＨＯＥのマネジメントの実効性を確認するために、各主体のＣＯ２や廃棄物の排

出量、再生可能エネルギーや再生品・原料の使用量や使用比率を指標とします。 

また、暫定的な目標として、電気とガスによるＣＯ２排出量については、２０３０年までに、東京都内の同規模世帯の２０

１４年実績の３３％以下（パリ協定相当）、移動や紙については、環境保全/自然保護ＮＧＯへの寄付を含むクレジットの導

入による実質負荷ゼロ、自然と生物多様性については、負荷を定量的に把握するとともに、移動・紙と同様にクレジット

による実質負荷ゼロとします。 
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設立以来の経過と予定・見通し 
９

４

年 

ＩＩＨＯＥでの主なできごと 

・８月に創設（といっても、名付けただけ）。 

・ニュースレター「人・組織・地球」創刊（９９年に第３２号で休刊）。 

社会の主な出来事 

・ＮＨＫ「週刊ボランティア」放映開始。 

・Ｃｓ[市民活動を支える制度をつくる会]発足。 

９

５

年 

・神戸にて被災者のお手伝い（被災者情報支援センター：ICCDS 設立）。 

・マネジメント支援を本格的に開始。 

・「若いリーダーのためのマネジメント講座」開講（後に発展）。 

・阪神・淡路大震災。 

９

６

年 

・「環境問題の基本構造」第１講座開講。 

・企業の環境担当者対象の「エコロジーとビジネス」開講。 

・支援先にてオーガニック・スーパー開店、アジアの有機農業普及支援担当。 

・日本ＮＰＯセンター発足。 

９

７

年 

・地球環境基金主催 地球環境市民大学校で「環境NGO/NPO のためのマネジメント講座」受託

（以降、８年連続）。 

・経団連自然保護基金 環境 NGO リーダーのためのマネジメント講座受託。 

・マネジメント支援先にて、生産者主導の有機基準策定支援。 

・ナホトカ号重油流出。 

・容器包装リサイクル法施行。 

・気候変動枠組み条約京都会議（ＣＯＰ３）。 

９

８

年 

・東京・竹橋に事務所開設。 

・統括コーディネーターとして棟朝千帆採用。 

・米国国務省の招待で訪米、４０名以上にインタビュー。 

・特定非営利活動促進法（通称：ＮＰＯ法）成立、施

行。 

９

９

年 

・『ＮＰＯ大国アメリカの市民・企業・行政』刊行。 

・隔月刊誌「ＮＰＯマネジメント」創刊。 

・台湾中部地震支援をＩＣＣＤＳで呼びかけ、３３万円をエデン社会福祉基金会に提供。 

・文部省主催「野外教育企画担当者セミナー」で「マネジメント研修」受託。 

・「緊急雇用対策」開始。 

・台湾中部地震。 

２

０ 

０

０

年 

・マネジメント関連講座・研修が年間１００件を超え、一部は英語でも開始。 

・『ＮＰＯ理事の１０の責任』など全米ＮＰＯ理事センターのブックレット５冊の日本語版を順次刊

行。うち４冊は全国の６つの支援センターとの協力。 

・「ＮＰＯマネジメント」編集協力委員合宿（以降、０６年まで毎年開催）。 

・環境ｇｏｏ「環境コミュニケーションの考え方・進め方」連載開始。 

・同 「環境報告書リサーチ」および同シンポジウム企画・運営。 

・介護保険法施行。 

・循環型経済基本法成立。 

０１

年 

・企業・ＮＰＯ・行政３者協働による「かながわＮＰＯマネジメント・カレッジ」（～０３年）。 

・ＮＰＯ支援センタースタッフ対象の研修開始。 

・安田火災（現：損害保険ジャパン）環境・社会レポートに第三者意見執筆。 

・「エコプロダクツ２００１」にて「環境報告書を赤ペンチェックする」などコミュニケーション・プロ

グラム実施。 

・ボランティア国際年 

・寄付控除のための認定制度スタート。 

・神奈川県が「かながわボランタリー活動推進基金

２３」設置。 

０

２

年 

・企業からの現物寄付・割引プログラムの可能性調査のため、Gifts in Kind International

から嘱託研究員招聘。 

・安田火災（現：損害保険ジャパン）にて市民と環境報告書を読む会実施。 

・「総合的学習の時間」「体験学習」実施。 

・特殊法人改革本格化、公益法人改革の検討開始、

中間法人法施行。 

０

３

年 

・大阪大学大学院、立教大学大学院で集中講義。 

・公益・非営利支援センター東京（通称：はむ）設立。 

・特定非営利活動法人の認証１万件突破。 

・改正地方自治法施行：指定管理制度導入。 

０

４

年 

・（財）地球産業文化研究所委託 「ＮＰＯと企業・行政とのより深い協働をめざして」刊行。 

・第１回「都道府県・主要市におけるＮＰＯとの協働環境調査」と報告会実施。 

・ＩＣＣＤＳで新潟の水害・震災支援。 

・田村太郎（研究主幹）、芝原浩美（上級研究員）入職。 

・新潟、福井、新居浜など各地で風水害多発。 

・新潟中越震災。 

・スマトラ沖地震によるインド洋大津波。 

・特定非営利活動法人の認証１９５００件超。 

０

５

年 

・第２回「協働環境調査」を全国２６の支援センターと協働実施。「報告会」も０６年３月までに計１

８回開催。 

・社会事業家支援プログラム「ｅｄｇｅ」を設立・運営。 

・事務所を都内から千葉県浦安市に移転。 

・男性人口が自然減、高齢者率２０％に。 

・小泉自民党が総選挙で圧勝。 

・史上最大のハリケーン・カトリーナで被害。 

・パキスタン北東部で地震。 

０

６

年 

・「助成申請書・報告書の設問調査」を実施、各地で報告会も。 

・『組織を育てる１２のチカラ』刊行。６か月で１６００冊に。 

・大阪事務所を拡充し、鈴木暁子・前川典子・山本千恵入職。同年「ダイバーシティ研究所」（通称：

ＤＥＣＯ）として独立。田村太郎が代表就任。 

・障碍者自立支援法施行。 

・新たな非営利法人制度関連３法案成立。 

・ジャワ島地震。 

・モハメド・ユナス氏ノーベル平和賞受賞。 

０

７

年 

・「ＮＰＯの情報開示」「地域企業のＳＲ」勉強会を全国の中間支援組織と開催。 

・「社会事業家マネジメント塾」第１期･第２期開催。 

・「ステークホルダー･エンゲージメント塾」第１期･第２期開催。 

・「支援力！」研修：現場スタッフ（宝塚）、理事・事務局長対象（仙台）開催。 

・「協働事例調査」・第３回「協働環境調査」・報告会を全国の中間支援組織と協働実施。 

・星野美佳入職。 

・６５歳以上人口２０％突破。 

・特定非営利活動法人の認証３００００件超。 

・能登半島地震、新潟中越沖地震。 

・裁判外紛争解決促進法施行。 

・郵政民営化。 

・アル・ゴア氏とＩＰＣＣがノーベル平和賞受賞。 

０

８

年 

・情報開示基盤を拡充する「地域･テーマ公益ポータル推進プロジェクト」発足。 

・中間支援組織対象の「支援力！」研修：フォローアップ編（１月・沖縄）、現場スタッフ対象（仙台・

５月）、理事・事務局長対象（８月・別府）開催。 

・助成プログラムのコミュニケーション不全解消と事務最適化の支援。 

・中小・地域企業とＮＰＯの社会責任（ＣＳＲとＮＳＲ）取り組み支援。 

・芝原浩美退職。 

・岩手・宮城内陸地震。 

・Ｇ８「洞爺湖サミット」議長国。 

・自治体健全化法の再生基準に２市1村、早期健全

化基準に４０市町村該当。 

・新・非営利法人制度施行。 

・世界経済危機、「年越派遣村」。 

０

９

年 

・第４回「協働環境調査」（対象１８４県市）を全国の中間支援組織と協働実施。 

・「地域･テーマ公益ポータル推進プロジェクト」を拡大展開。 

・中間支援組織の現場スタッフ対象の「支援力！」研修開催（仙台）。 

・北川真理子入職（０６年から客員研究員）。 

・「ＮＰＯマネジメント」創刊１０周年。 

・「安全・安心で持続可能な未来に向けた社会的責任に関する円卓会議」に総合戦略部会委員と

して参画し、「持続可能な地域づくり」ＷＧ発足働きかけ。 

・国債増発による定額給付金など経済対策。 

・新・非営利法人制度に基づく公益認定開始。 

・「安全・安心で持続可能な未来に向けた社会的責

任に関する円卓会議」発足。 

・裁判員制度施行。 

・衆議院選挙で民主党圧勝、鳩山内閣発足。 

・新型インフルエンザ 世界的流行。 

１０

年 

・「社会的責任に関する円卓会議」で「持続可能な地域づくり」ＷＧ発足。 

・「支援力パワーアップ・セミナー」など、中間支援機関の人材育成基盤づくりにせんだい・みや

ぎ、きょうと、岡山の各ＮＰＯセンターと合同プロジェクト発足。 

・「地域・テーマ公益ポータル推進プロジェクト」全国フォーラム。 

・「新しい公共」円卓会議 発足。 

・障碍者自立支援法廃止・新法で基本合意。 

・宮崎県内で口蹄疫が確認され、数百万頭の家畜

が殺処分に。 
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・ＩＣＣＤＳによる宮崎県の口蹄疫被災者子女のための奨学金募金実施。（宮崎文化本舗のご協力

により、９月に奨学金給付。） 

・「ＩＳＯ２６０００を自団体に照らす会」を開催し、適応・要改善事項を確認。 

・事務所を千葉県浦安市から東京都中央区新川に移転。 

・北川真理子、赤澤清孝、黒河由佳退職。北川退職に伴い京都事務所閉鎖。 

・国民投票法施行。 

・生物多様性保全条約締結国会議（名古屋）。 

・ＩＳＯ２６０００発効。 

・認定法人への寄付の税額控除、ＰＳＣ絶対基準な

ど含む税制改革大綱決定。 

１１

年 

・「被災者をＮＰＯとつないで支える合同プロジェクト」（つなプロ）を設立し幹事団体に。 

・「ＮＰＯマネジメント」終刊。 

・「支援力をつける！研修 in 函館２０１１」開催。 

・ランドセル寄贈に始まる「伊達直人」現象。 

・東日本大震災。 

・パブリックサポートテストの絶対基準導入や認定

事務の都道府県移管など特定非営利活動促進

法の抜本改正実現。 

・内閣府「特定非営利活動法人の会計の明確化に

関する研究会」報告書とりまとめ。 

１２

年 

・東日本震災による遠隔避難者の支援団体の協議の場づくり（新潟・山形）。 

・九州北部豪雨水害被災者のための支援募金（中津市社会福祉協議会に寄託）。 

・社会的責任に関する円卓会議の一員として「『地域円卓会議』のススメ」発行。 

・「支援力&協働力パワーアップ研修」開催（岡山）。 

・「ソシオ・マネジメント」創刊準備号刊行。ＰＤＦデータのダウンロード販売も開始。 

・ソーシャルビジネス・ネットワークと協働で「社会事業家１００人インタビュー」開始。 

・「ステークホルダー・エンゲージメント塾」に「中堅・国内企業編」新設。 

・日本財団内の「次の災害に備える企画実行委員会」設立に協力、代表委員就任。 

・ＤＥＣＯとの共催による「ＮＰＯの社会責任（ＮＳＲ）取り組み推進プロジェクト」設立。 

・緊急経済対策関連施策に基づく２５万人の雇用

期限終了。 

・ＪＩＳ Ｚ２６０００制定・公示。 

・特定非営利活動法人関連事務が自治体に。 

・団塊の世代が６５歳（年金支給開始）に。 

・再生可能エネルギー全量買い取りスタート。 

１３

年 

・第１回 アドバイザリー・ボード・ミーティング開催（京都）。 

・第１回「自治体における「社会責任」（ＬＧＳＲ）への取り組み調査」発表。 

・小規模多機能自治を学び合う「雲南ゼミ」発足。 

・「協働力+支援力パワーアップ研修」開催（岡山、三重、防府）。 

・「ステークホルダー・エンゲージメント塾」開催（東京、愛知県内）。 

・ＩＳＯ２６０００に基づくマネジメント・セルフ・レビュー（現在は「ＳＲ会議））実施。 

・「新しい公共」支援事業 終了。 

・平成の大合併に伴う「ミニ統一地方選」。 

・参議院議員選挙。 

・公益法人改革に基づく特例措置期限。 

１４

年 

（創設２０周年） 

・「地域円卓会議フォーラム２０１５」（ＮＮネット主催）に開催協力。 

・第５回「協働環境調査」を全国３６の中間支援機関と協働実施。対象２５５自治体。ご協力くださ

った中間支援機関とともに、各地で報告会開催。 

・「ソシオ・マネジメント」（Socio Management Review：ＳＭＲ）創刊号「社会に挑む５つの原

則、組織を育てる１２のチカラ」刊行。 

・消費税８％に。 

・厚生労働省「社会福祉法人の在り方等に関する検

討会」報告書発表。地域公益活動やガバナンス

の拡充などの義務化を求める。 

・衆議院議員選挙。 

１５

年 

・ＳＭＲ第２号「社会事業家１００人インタビュー前編」刊行。 

・「小規模多機能自治推進ネットワーク会議」設立。 

・「ソシオ・マネジメント・スクール」（School of Socio Management: SSM）開校。第１期と

して「社会の課題解決・理想実現に挑む事業と組織の運営の基礎」【NPM15s】、「小規模多機

能自治の担い手の育成・支援と、その基盤づくり」【SCM15s】、「企業の社会責任への取り組

みの進化」【CSR15s】終了。 

・ＩＣＣＤＳでネパール震災と関東・東北豪雨水害の被災者支援活動を支援。 

・介護予防、子ども・子育て、生活困窮者支援など

が相次いで「地域」参加を求める。 

・関東・東北豪雨水害。 

・国連が持続可能な開発のための２０３０アジェン

ダ（ＳＤＧｓ）採択。 

・気候変動枠組条約締約国会議で２０２０年以降の

目標（パリ協定）合意。 

１６

年 

・ＳＳＭ第１期後半の「市民活動支援機関の立て直し」【FSC16w】、「自治体における協働の定

義・しくみ・進め方の再構築」【RCS16w】、「助成プログラムの最適化【OGM16w】」、および

第２期実施。 

・ＳＭＲ第３号「小規模多機能自治-総働で人『交』密度を高める」刊行。 

・中国５県中間支援組織連絡協議会との共催による「市民活動・地域づくり支援者 戦略共有会

議」を岡山（５月）・防府（１１月）で開催。 

・日本版国民ＩＤ制度(マイナンバー)施行。 

・熊本地震。それ以降も鳥取地震など相次ぐ。 

・先進国首脳会議（Ｇ７伊勢志摩サミット）。 

・参議院選挙。１８歳からの投票適用開始。 

・英国国民投票でＥＵからの離脱決議。 

・ドナルド・トランプ氏米国大統領に選出。 

１７

年 

・ＳＳＭ第３期 【NPM17】【FSC17】【OGM17】【CSR17】を東京で、【SCM17】【RCS17】は

中国５県中間支援組織連絡協議会との共催による「市民活動・地域づくり支援者 戦略共有会

議」内で岡山にて実施。予科として「ねらい・目標・指標と効果測定」を東京で実施。 

・ＳＭＲ第４号「成果を高めるための 助成プログラムのコミュニケーション調査」、第５号「ベスト・

プラクティスから学ぶ CSR マネジメント」刊行。 

・日本財団ＣＡＮＰＡＮと協働で「助成プログラム決定先一覧」（ホワイトリスト）公開。 

・「持続可能な調達」規格ＩＳＯ２０４００発行。 

・年金積立金管理運用独法（ＧＰＩＦ）がＥＳＧ指数を

選定し１兆円運用開始。国内株約３％。 

・衆議院議員選挙。 

・障碍者就労継続支援Ａ型事業所閉鎖続発。 

・あいちコミュニティ財団で残業代未払いとパワー

ハラスメント発覚。 

１８

年 

・ＳＳＭ予科「先駆的なしくみ事例から学ぶ協働推進戦略の基礎」、「各地の事例から学ぶ小規模

多機能自治推進施策の基礎」、「ベスト・プラクティスから学ぶＣＳＲ推進戦略の基礎」、特別講

座「桜井義維英番頭塾」開講。 

・ＮＳＲ取り組み推進プロジェクトの一環として「ＮＰＯ/ＮＧＯの働き方の多様性対応調査」実施。

調査協力者限定の意見交換会、公開報告会、フォローアップ勉強会開催。 

・ＳＭＲ第６号「続・小規模多機能自治 地域経営を始める・進める・育てる８８のアクション」刊行。 

・ＩＣＣＤＳで西日本豪雨水害の被災者支援活動を支援。 

・星野美佳退職。 

・特定非営利活動促進法施行２０年。同法人数は同

年３月以降減少傾向に。 

・岡山・広島・愛媛などで西日本豪雨水害。 

・北海道胆振東部地震で道内２９５万戸停電。 

・国・自治体の障碍者雇用水増し発覚。 

・中央競技団体のガバナンス確保など「スポーツ政

策の推進に関する円卓会議」開催。 

・訪日外国人旅行客数３千万人突破。 

１９

年 

・創設２５周年謝恩プログラム「25+」（twenty-five_and_beyond）を、全国１３団体のご協

力で２４回開催（２０年３月までに計２６回開催）。 

・ＳＭＲ第７号「ソーシャルビジネス白書第０号-ソーシャルビジネスの『これまで』と『これから』」、

第８号「社会事業家１００人インタビュー中編」刊行。 

・課題解決に挑む団体への家賃負担軽減のための「公益大家」開始。 

・ＩＣＣＤＳで北部九州豪雨・台風１９号の水害被災者支援活動を支援。 

 

・休眠預金法に基づく指定配分団体決定、初回配

分の資金分配団体選定。 

・外食・建設など「特定技能」１４業種３５万人の外

国人を受け入れる改正入管法施行。 

・今上天皇譲位、徳仁親王が新天皇即位。 

・統一地方選、参議院議員選挙。 

・消費税１０％に。幼児教育・保育無償化へ。 

・Ｇ２０首脳会合（大阪）など関連会議開催。 

２

０

年 

・共同編集による「ＳＤＧｓ時代のパートナーシップ」発行（学文社刊）。 

・ＳＭＲ第９号「社会に挑む組織のガバナンス」、第１０号「支援・評価・助成の、基礎と戦略」、第１１

号「２０３０年代の東京にどう備えるか？」刊行。関連オンライン講座開催。 

・小規模多機能自治推進ネットワーク会議主催のオンライン連続勉強会「コロナ禍における小規

模多機能自治を考える」（全４回）に運営協力。 

・COVID-１９ 世界規模に蔓延。 

・菅首相就任後初の所信表明演説で「温室効果ガ

ス排出量２０５０年までに実質ゼロ」表明。 

・ジョー・バイデン氏米国大統領に選出。 

・労働者協同組合法可決・成立。 
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・ＩＣＣＤＳで新型コロナウイルス感染症（COVID-１９）被災者支援活動を支援。 

・「stores」（https://officeiihoe.stores.jp）にて書籍販売開始。 

・独居世帯が全世帯中３４％、独居高齢世帯が同１

２％、高齢世帯が同２３％に。 

２１

年 

・長期方針を、２０５０年までを視野とするものに改定。 

・ＳＭＲ第６号、同第１号増補版刊行。関連オンライン講座開催。 

・日本アウトドア・ネットワーク（ＪＯＮ）の協力を得て、ひとり親世帯のこどもたちの自然体験活動

参加を支援する助成制度を設立。 

・ＮＮネット、ＮＳＲプロジェクト、事務支援カンファレンス、非営利組織評価センターによる「非営

利セクターのガバナンス拡充プロジェクト」を構成し、現状把握調査実施。 

・東日本大震災から１０年。 

・団塊の世代が後期高齢者に。 

・平成の大合併に伴うミニ統一地方選。 

・オリンピック・パラリンピック東京大会 

・衆議院議員選挙。 

・ドイツ連邦議会議員選挙。 

２

２

年 

・TCFD にもとづくシナリオ策定。 

・事務所として利用する住宅のすべての窓に断熱内窓施工。 

・放送大学の２３年新設科目「持続可能な社会と生活」第１２回「持続可能な地域づくりのための

グッド・ガバナンス」担当のための取材・収録（ＢＳ２４１ｃｈ、２３年から２８年まで５年間放映）。 

 

・参議院議員選挙。 

・ハラスメント対策が全事業者に義務付け。 

・後期高齢者数が２千万人超、総人口６人に１人に。 

・中国の人口が前年比８５万人減の１４億１１７５万

人に。同国の人口減少は「大躍進」失敗時の１９６

１年以来６１年ぶり。 

２

３

年 

・（独法）科学技術振興機構 社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ）ＳＤＧｓの達成に向けた共創

的研究開発プログラム（SOLVE for SDGｓ）総括就任（19 年から総括補佐）。 

・国際協力機構（ＪＩＣＡ）によるマリ国別研修 持続的発展のための地方行政強化コースに協力。 

・ＮＮネット主催ＳＲセミナー特別編「１２月７日を持続可能な社会責任調達の日に！」開催。 

・トルコ/シリア地震で死者５万人以上。 

・広島でＧ７首脳会合。 

・自然関連財務情報開示タスクフォース（ＴＮＦＤ）

が開示フレームワーク発表。 

・世界人口８０億人突破。インドが世界一に。 

・国別ＧＤＰで１９６８年以来ドイツに抜かれ４位に。 

２
４
年 

（創立３０周年） 

・人身売買・強制労働・現代奴隷（HTFLMS）に関する国際規格ＩＳＯ３７２００策定に向けたＴＣ３

０９の国内対応委員会委員に就任。 

 

・能登半島震災。 

・公益法人の収支相償原則を「中期的収支均衡」
に、有給財産規制を「適正管理」とするなどの公
益法人制度改革法案が可決・施行見込み。 

・性犯罪前科確認を義務付けるＤＢＳ導入見込み。 
・東京都の生産年齢人口が減少傾向に。 
・要介護度３以上の後期高齢者２４０万人、 

介護保険制度発足時の約３倍に。 
・米国大統領選挙。 

２
５
年 

 ・阪神・淡路大震災から３０年。 
・平成の大合併から２０年。 
・参議院議員選挙。 
・国別ＧＤＰでインドに抜かれ５位に？ 

２
６
年 

・開学予定の「Co-Innovation University」（CoIU）特任教授就任予定。 
・人身売買・強制労働・現代奴隷（HTFLMS）に関する国際規格ＩＳＯ３７２００発行予定。 

・愛知県内でアジア大会開催（９月）。 

 

【参考】ＳＤＧｓを体感的に理解するために：２０００年→２０１５年→２０３０年の日本を俯瞰すると 
 ２０００年 ２０１５年 ２０３０年 １５年→３０年 

人

口 

人口総数/世界 

０－１４歳 

１５－６４歳 

６５歳以上 

うち７５歳以上 

 うち要介護３以上 

うち８５歳以上 

 うち要介護３以上 

１.２６億人/６０億人 

１,８４７万人 

８,６２３万人 

２３００万人 

８９９万人 

８３.３万人（９.３％） 

２３４万人 

（不明） 

１.２７億人/７２億人 

１,５８８万人 

７,６２８万人 

３,３４６万人 

１,６１２万人 

１８２.９万人（１１.３％） 

４８８万人 

１１３.４万人（２４.２％） 

１.１９億人/８３億人 
１,３２３万人 
６,８７５万人 
３,７１５万人 
２３８８万人 

２５９.５万人（１１.３％） 
８３０万人 

１９２.７万人（２４.２％） 

▲７％/＋１５％ 
▲１７％ 
▲１０％ 
＋１０％ 
＋４１％ 
＋４１％ 
＋７０％ 
＋７０％ 

世

帯 

総数 

世帯当たり人口 

単身世帯 

高齢者のみ世帯 

 うち後期高齢者のみ 

４,７０６万世帯 

２.７０人 

１,３１０万世帯（２７.８％） 

５８５万世帯（１２.４％） 

１９６万世帯（ ４.２％） 

５,３４４万世帯 

２４８人 

１,８４１万世帯（３４.５％） 

１,１１７万世帯（２０.９％） 

４９４万世帯（ ９.２％） 

５,２４１万世帯 
２３７人 

１,９３８万世帯（３７.０％） 
１,３３２万世帯（２５.４％） 

７７０万世帯（１４.７％） 

▲２％ 
 

＋５％ 
＋１９％ 
＋５５％ 

Ｇ

Ｄ

Ｐ 

総額 

世界（日本のシェア） 

１次産業（総額比） 

２次産業（同） 

３次産業（同） 

４７４兆円 

３３兆ＵＳＤ（１４.４％） 

０.８兆円（０.１６％） 

１３８兆円（２９.１％） 

３３５兆円（７０.６％） 

５２６兆円 

７４兆ＵＳＤ（５.９％） 

０.７兆円（０.１３％） 

１３２兆円（２５.０％） 

３９３兆円（７４.７％） 

５７０兆円 
１２６兆ＵＳＤ（４.４％） 

０.６兆円（０.１０％） 
１２６兆円（２３２％） 

４４３兆円（７７.７％） 

＋８％（年０.５％） 
＋７０％（年４％） 

▲１５％ 
▲８％ 

＋１２％ 
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設立以来の主な取り組みについてのふりかえり（質的・主観的な自己評価） 

 

昨今、評価を事業や研究の対象とする人々が、社会インパクト評価を喧伝していることに対して、懸念し反論している

ことについては、「ソシオ・マネジメント」各号でもご覧いただいている通りです。評価の第一義的な目的は、事業や組織

の改善であり、だからこそ、専門家主導や第三者によるものではなく、事業の実施者自らが行うことが大切です。 

COVID-19 によってご依頼が大幅に減少したことを、事業や組織の在り方を見直す好機と捉え、２０２０年までの長

期方針にもとづき、重点支援先（主な顧客）群ごとに、同年までにもたらす効果・状況目標とその達成状況、そして、調査・

基盤整備・育成支援（研修など）・書籍などというＩＩＨＯＥが提供するソリューションの種類ごとに、主な取り組みと、その

成果状況について、大きな成果をもたらし、社会的な基盤となったもの（◎）、大きな成果をもたらしたもの（○）、一定の

成果は生んだもの（△）、成果が不十分なもの（×）の４段階で、質的・主観的に自己評価（ふりかえり）を行いました。 

組織設立以来、何度か訪れた転機の中でも、質的に最も大きなものと言える時期に際して、今後の中長期的な方針を

策定する際の根拠として活用します。 

 
◎：大きな成果をもたらし、社会的な基盤となったもの ○：大きな成果をもたらしたもの △：一定の成果は生んだもの ×：成果が不十分なもの 

SSM：ソシオ・マネジメント・スクールの略。【NPM】、【SCM】などは各講座のコード名。 

SMR：ソシオ・マネジメントの略。 

重点支援先（主な顧客）群 

２０２０年にもたらす効果・状況 

ＩＩＨＯＥのソリューションと成果評価 

調査 基盤整備 育成支援（研修など） 書籍など 

①社会を変革し得るＮＰＯ・社会事業

家・コミュニティ・ビジネス（と、その

候補者） 

 

○よりよい社会づくりを実現・維持す

るしくみづくりができる・できた団

体：１００ 

△特に、地域における福祉・健康・

経済の統合的運営に資する団体：

３０ 

◎助成申請書・報告書の

設問調査 

△独自受講者アンケート

集計・分析 

△ＳＭＲ第７号「ソーシャ

ルビジネス白書  第０

号」 

△「ＮＰＯ/ＮＧＯの働き方

の多様性対応調査」 

◎ＣＡＮＰＡＮの「組織情

報」項目 

○社会事業家１００人イン

タビュー 

 →ＳＭＲ第２号（前編） 

同 第８号（中編） 

△ＮＰＯの社会責任（ＮＳ

Ｒ）取り組み推進プロジ

ェクト 

△各種研修：マネジメント、

情報開示、ガバナンス、 

△「ＮＰＯマネジメント」 

○ＳＭＲ第１号「社会に挑む

５つの原則、組織を育て

る１２のチカラ」 

○「ＮＰＯ理事の１０の基本

的責任」をはじめとする

ＮＣＮＢ刊行物の日本語

版発行。 

△ＳＭＲ第９号「社会に挑む

組織のガバナンス」 

②「持続可能な地域づくり」を真摯に

模索する地域（地域運営組織） 

 

○よりよい地域づくりを実現・維持す

る人材育成と組織運営ができる団

体：５００ 

△ＳＭＲ第１１号「２０３０

年代の東京にどう備え

るか？」 

◎小規模多機能自治推進

ネットワーク会議 

○雲南ゼミ 

△ＳＳＭ【ＳＣＭ】 

◎ＳＭＲ第３号「小規模多機

能自治」、第６号「続小規

模多機能自治」 

③持続可能性の向上を真摯に模索す

る地方自治体 

 

○まっとうな協働・総働により持続可

能性を向上・維持しうる自治体：１０

０ 

◎協働環境調査 

△「自治体における「社会

責任」（ＬＧＳＲ）への取

り組み調査」 

◎「地域円卓会議のスス

メ」 

○協働環境調査報告会 

△ＬＧＳＲ調査報告会 

△行政と支援機関のペア受

講を条件とした協働力パ

ワーアップ研修 

△ＳＳＭ【ＲＣＳ】 

◎協働環境調査報告書 

④社会責任志向の明確なグローバル

企業 

 

○世界的にベンチマークされる企業：

２０ 

○サプライチェーンに適切・効果的に

働きかける企業：５０ 

○環境/ＣＳＲ報告書読者

国際調査 

 ◎第三者意見執筆 

○他社報告書ベンチマーキ

ングワークショップ 

○ステークホルダー・ダイア

ログ企画・運営 

○役員研修 

△ＳＳＭ【ＣＳＲ】 

△ＳＭＲ第５号「ベストプラ

クティスから学ぶＣＳＲマ

ネジメント」 

⑤よりよい社会づくりに貢献し得る中

間支援組織 

 

△よりよい社会づくりを実現・維持す

るしくみづくりができる団体を効果

的に支援できる組織：５０ 

 ×公益ポータル推進プロ

ジェクト 

×支援人材合同育成プロ

ジェクト 

×シン・シエンシャ 

△ＳＳＭ【ＲＣＳ】 △ＳＭＲ第１０号「支援・評

価・助成の、基礎と戦略」 

 

⑥配分ではなく投資として助成する

助成機関 

 

○よりよい社会を実現・維持するしく

みづくりができる団体を効果的に

支援できる助成機関：３０ 

◎助成申請書・報告書の

設問調査 

○ＳＭＲ第４号「助成プロ

グラムのコミュニケーシ

ョン調査」 

 

○ホワイトリスト集計・開

示 

 

○ＳＳＭ【ＯＧＭ】 ○「価値を創造する助成

へ」日本語版刊行 

△ＳＭＲ第１０号「支援・評

価・助成の、基礎と戦略」 
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１９９０年から２０５０年までを俯瞰する 

 

今後の中長期方針を作成するに際して、取り組みのふりかえり（質的・主観的な自己評価）と同様に重要なのが、社会

の「これまで」と「これから」の確認です。持続可能性の向上に取り組むためには、個々の取り組みがどれだけ過去に成果

を挙げていても、単に繰り返し延長するのではなく、社会がこれまでどう変化し、これからどう変化しようとしているの

かを踏まえて、より良い未来づくりのための要素を織り込み、ときには抜本的に在り方を変える必要があるからです。 

１９９４年の設立以来「２０２０年代の地球への行動計画の推進」を、３つの事業方針の１つに掲げてきたことから、これ

までの３０年弱を確認し、これから３０年弱を見通すために、１９９０年から２０５０年までを俯瞰するうえで重要な項目に

ついて、実績と予測（斜体字）を列挙します。 

 
 １９９０年 ２０００年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年 

世界人口（億人） 53.2 61.4 69.5 77.５ 85.4 91.9 97.3 

世界ＧＤＰ（兆ＵＳＤ） ２４.６ 33.９ 66.２ ８４.５ 13７.７ 18５.０ 24８.７ 

日本ＧＤＰ（兆ＵＳＤ） 

 世界に占める比率 

3.1 

13.4% 

4.8 

14.4% 

5.7 

8.6% 

5.０ 

５.９% 

６.６ 
４.８% 

7.０ 
３.７% 

7.３ 
２.９% 

日本人口（百万人） 1２４.6 126.9 128.0 12６.１ 119.1 110.9 101.9 

 ０-１４歳（百万人） ２３.4 18.4 16.8 1４.９ 13.2 11.9 10.7 

 出生数（百万人） 1.２３ 1.19 1.07 0.８４ 0.81 0.74 0.65 

 合計特殊出生率 1.54 1.36 1.39 1.3４ 1.43 1.43 1.44 

 １５-６４歳（百万人） 85.9 86.2 81.7 7２.９ 68.7 59.7 52.7 

 ６５歳以上（百万人） 

 高齢者率 

14.8 

12.0% 

２３.0 

17.3% 

29.4 

２４.0% 

3５.３ 

28.０% 
37.1 

31.2% 
39.2 

35.4% 
38.4 

37.7% 

  ６５-７４歳（百万人） 8.9 13.0 15.2 17.０ 14.2 16.8 14.2 

  ７５歳以上（百万人） 5.9 8.9 14.1 18.２ ２３.8 ２３４ 24.1 

   ８５歳以上（百万人） 

   ８５歳以上の人口比 

1.1 

0.9% 

２３ 

1.8% 

3.8 

3.0% 

6.０ 

4.８% 

8.3 
7.0% 

10.2 
9.2% 

9.6 
9.5% 

世帯数（百万戸） 41.0 47.0 51.9 5５.７ 5４.８ ５２.７ 4９.３ 

独居率 ２４.1% 27.6% 32.4% 3８.０% ４０.2% ４２.５% ４3.９% 

後期高齢者独居（百万戸） 

 全世帯中の後期高齢者独居 

0.63 

1.6% 

1.３9 

３.０% 

２.5９ 

５.０% 

３.８０ 

６.８% 
４.９１ 

９.０% 
４.８9 
９.３% 

５.3１ 
1０.８% 

住宅数（百万軒）※ 42.0 50.2 57.5 １８年：62.４ 64.３ 6５.１ 65.５ 

空家率※ 9.4% 11.5% 13.1% １８年：1４.１% 1４.５% １８.８% ２４.４% 

有効求人倍率 1.40 0.59 0.52 1.1８    

労働分配率 67.7% 73.5% 71.7% ７５.５%    

就労者（百万人） 

第１次産業 

第２次産業 

第３次産業（百万人） 

 うち医療・福祉 

61.3 

4.4 

20.4 

36.4 

２３ 

6２３ 

3.2 

18.5 

40.4 

4.2 

56.1 

２４ 

14.1 

39.6 

6.1 

5７.６ 

１.９ 

13.2 

４０.6 

7.６ 

5５.８ 
1.６ 

12.１ 
3９.３ 

7.８ 

５３.4 
1.４ 

11.１ 
3７.４ 

7.６ 

4９.６ 
1.２ 

10.１ 
3４.６ 

７.２ 

７５歳以上 要介護３以上 

  ７５歳以上に占める率 

 ８５歳以上 要介護３以上 

- 

 

- 

0.83 

9.3% 

- 

1.64 

11.6% 

0.89 

２０４ 

11.２% 

1.4０ 

2.59 
11.3% 

1.92 

2.54 
11.3% 

２４7 

2.74 
11.3% 

２３４ 

社会保障給付費（兆円） 

 医療 

 年金 

 福祉 

  うち介護 

47.4 

18.6 

２４.7 

5.0 

- 

78.3 

26.6 

40.5 

11.2 

3.2 

105.3 

33.6 

5２３ 

19.4 

7.5 

1３２.２ 

4２.７ 

５５.６ 

2７.７ 

1１.４ 

153.7 
54.0 
6２３ 
37.8 
18.6 

188.1 
66.7 
73.2 
48.3 
25.7 

205.0 
76.3 
71.7 
56.9 
31.9 

二酸化炭素濃度（綾里）ppm 356.9 372.8 393.6 41６.３    

東京の年平均気温（前後５年） 

参考： １８８０年 １３.８℃ 

１９３０年 １４.２℃ 

１６.１℃ １６.６℃ １６.６℃ １６.６℃    

住宅数、空家率は、住宅・土地調査の実施年（西暦の末尾が８の年）現在。 


